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はじめに 

 

 国は、平成 25 年 12 月に公布・施行した「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成 25 年法律第 95 号）」（以下「基本法」

という。）第 10 条第１項の規定に基づき、「国土強靱化基本計画（平成 26 年 6 月 3 日

閣議決定）」（以下「基本計画」という。）を策定した。 

 本県としても、事前防災及び減災その他迅速な復旧・復興並びに地域間競争力の向上

に資する強靱な地域づくりをより一層加速するため、平成 27 年 11 月に「大分県地域強

靱化計画（以下「地域計画」という。）」を策定し、県をあげて地域強靱化の取組を進

めてきた。 

 その間、平成 28 年熊本地震、平成 29 年九州北部豪雨、台風第 18 号、平成 30 年中津

市耶馬溪町の土砂災害発生等、数十年に一度といわれるような集中豪雨や台風等による

災害が毎年のように発生し、数多の尊い人命や貴重な財産が犠牲となっており、地域強

靱化の取組は依然として道半ばである。 

 このため、本県では、平成 30 年度から３か年で集中的に実施すべきハード・ソフト対

策である「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30 年 12 月 14 日閣議

決定）」を活用し、緊急に取り組むべき課題に対して、即効的な対策を進めるとともに、

近年の災害から得られた貴重な教訓や社会経済情勢の変化等を踏まえ、令和 2 年 3 月に、

地域計画の見直しを行い、中長期的取組・短期的取組の両面で、その歩みを加速化・深

化することとしている。 

 新たな段階に入った地域強靱化の取組を円滑かつ着実に推進するためには、地域計画

に基づき、当該年度の主な施策の実施状況及び今後の取組を明示するとともに、定量的

な指標により進捗状況を把握・管理し、施策の充実を図るという PDCA サイクルを更に充

実させることが必要である。 

 このような観点から、平成 27 年度の計画策定以降５年間にわたり毎年度策定してきた

「大分県地域強靱化アクションプラン」を地域計画の見直しを契機に、国に準じて、「大

分県地域強靱化年次計画」と改称したうえで策定し、PDCA 機能の強化に加え、国、県、

民間事業者、関係団体、住民など地域強靱化を担う様々な主体に対する情報発信機能の

充実を図っていく。 
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大分県地域強靱化年次計画の策定及びこれに基づく施策の推進 

 

１ 大分県地域強靱化年次計画策定の趣旨 

  大分県地域強靱化計画（以下「地域計画」という。）は、概ね 5 年ごとに見直すこ

ととしており、平成２７年の策定以来、本年 3 月に初めて見直しを行った。 

  地域強靱化の取組を効果的・効率的に推進するためには、地域計画で定められた 38

の「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策群であるプログラムを不断

に見直し、必要に応じて新しい施策等を追加するとともに、施策の進捗管理を徹底す

ることが重要である。具体的には、毎年度、おおむね向こう１年間に取り組むべき具

体的施策を企画・計画（Plan）、企画・計画に基づいた施策の実施（Do）、定量的な指

標を活用して結果を評価（Check）、その上で、進捗状況に応じた修正、必要な新規施

策の追加等の改善（Action）を行い、次年度につなげるという PDCA サイクルを活用し

た地域強靱化の取組をスパイラルアップしていく。 

  このため、地域計画第４章３（１）のとおり、プログラムごとの脆弱性評価結果及

び施策の進捗状況の把握等を行い、各プログラムの推進方針に進捗管理のための定量

的な指標を加えた推進計画及び各プログラムの推進のために当該年度に取り組むべき

主要施策等を示した「大分県地域強靱化年次計画」（以下「年次計画」という。）を策

定する。 

  プログラムの進捗状況の分析・評価は、大分県地域強靱化計画推進委員会のもと、

地域計画で示された目標や「起きてはならない最悪の事態」等を念頭に置き、当該プ

ログラムを構成する各施策の指標の進捗及び実施結果の分析を基に、施策間の関連性

等を十分に考慮し、総合的かつ施策分野横断的に実施されなければならない（図１参

照）。 

≪PDCA サイクルによる進捗管理（図１）≫ 
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 プログラムの進捗状況の分析・評価にあたって念頭に置くべき目標等は、表１のとお

りである。 

 

 【大分県地域強靱化計画】 

  ○災害等の発生に対する 4 つの基本目標 

  ○大規模自然災害を想定した 8 つの「事前に備えるべき目標」 

  ○その妨げとなる 38 の「起きてはならない最悪の事態」 

  ○重点化すべきプログラムに係る 20 の「起きてはならない最悪の事態」 

 

≪起きてはならない最悪の事態（表１）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※網掛けは、重点化すべきプログラムに係る起きてはならない最悪の事態  

基本目標

1-1
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の
死傷者の発生

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

1-4

1-5 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

2-2

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

2-5
医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶に
よる医療機能・福祉支援活動の麻痺

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被害者の健康状態の悪化・死者の発生

3-1 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

4-2
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、 避難行動や救助・
支援が遅れる事態

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下

5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

5-4
広域交通ネットワークが分断する等、基幹的な陸上・海上交通ネットワークの機能停止による
物流・人流への甚大な影響

5-5 食料等の安定供給の停滞

6-1
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライ

6-2

6-3

6-4

6-5

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生

7-3 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺

7-4
ため池、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山噴出物の流出による多
数の死傷者の発生

7-5 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大

7-6 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

8-2
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不
足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-4

8-5
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰
退・喪失

8-6 事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

3
必要不可欠な行政機能
は確保する

4
必要不可欠な情報通信
機能・情報サービスは
確保する

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

Ⅰ．人命の保護が
最大限図られる

Ⅱ．県及び社会の
重要な機能が致命
的な障害を受けず
維持される

び公共施設に係る
被害の最小化

Ⅳ．迅速な復旧復
興

1 直接死を最大限防ぐ

2

救助・救急、医療活動
が迅速に行われるとと
もに、被災者等の健
康・避難生活環境を確
実に確保する

7
制御不能な複合災害・
二次災害を発生させな
い

8

社会・経済が迅速かつ
従前より強靱な姿で復
興できる条件を整備す
る

5
経済活動を機能不全に
陥らせない

6

ライフライン、燃料供
給関連施設、交通ネッ
トワーク等の被害を最
小限に留めるととも
に、早期に復旧させる

3



 

≪大分県地域強靱化計画の位置づけ（図２）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大分県地域強靱化計画は、南海トラフ地震やこれまで経験したことのない集中豪雨な

ど大規模自然災害によって重大な危機が実際に発生した場合においても、本県が十分な

強靱性を発揮できるよう、施策を総合的かつ計画的に推進していくため、地域強靱化に

係る県の他の計画等の指針となるもの。 

 

２ 年次計画の構成 

（１）代表的な指標の進捗状況（資料１） 

  大規模自然災害により生じかねない「起きてはならない最悪の事態」に対しては、

部局が連携して施策を実施することが重要であることから、施策を立案・推進する際

には、当該施策分野ごとの視点に加え、「起きてはならない最悪の事態」を回避する

という視点から、施策分野横断的に実効性・効率性のあるものとする必要がある。 

  このため、施策の進捗状況を確認するための代表的な指標については、「計画改訂

時→現状値→目標値」を明記し、施策の実現に向けた課程の可視化を図っている。 
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（２）プログラムごとの主な施策の実施状況及び今後の取組（資料２） 

  地域計画の推進にあたり、各施策を効果的・効率的に進めるためには、「起きては

ならない最悪の事態」を回避するためのプログラムごとの施策の進捗状況を毎年度把

握・評価し、PDCA サイクルにより各施策の見直しや新たな施策の追加を行っていくこ

とが重要である。 

 

３ ｢防災・減災、国土強靱化のための 3 か年緊急対策｣を踏まえた重点的な取組 

  近年激甚化している災害により全国で大きな被害が頻発している状況から、重要イ

ンフラの緊急点検を行った。特に緊急に実施すべき対策として国土強靱化に関する｢防

災・減災、国土強靱化のための 3 か年緊急対策を踏まえた取組」は次のとおりである。 

 

【防災・減災、国土強靱化のための 3 か年緊急対策を踏まえた重点的な取組】 
 ・広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 
 ・突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 
 ・大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 
 ・多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 
 ・防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 
 ・災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行

動や救助・支援が遅れる事態 
 ・広域交通ネットワークが分断する等、基幹的な陸上・海上交通ネットワークの機能

停止による物流・人流への甚大な影響 
 ・食料等の安定供給の停滞 
 ・基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわたる機能停止 
 ・海上・臨海部の広域複合災害の発生防止 
 ・ため池、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山噴出物の流

出による多数の死傷者の発生 
 ・農地・森林等の荒廃による被害の拡大 
 ・広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れ

る事態 
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４ 災害時における新型コロナウイルス感染症への対応について 

  本県では、新型コロナウイルス感染拡大の防止のために各種取組を進めているとこ

ろであるが、このような、感染症拡大の危険が続く中で大規模災害が発生した場合に

は、避難所等における感染症対策が大きな課題となる可能性がある。 

  本県としては、避難所に係る各種ガイドライン等を定め、手洗い、うがいの励行、

マスクの着用、医師・看護師等の巡回・派遣体制の確保等避難所において必要な感染

症対策を講じているところであるが、感染拡大・まん延期に災害が発生した場合には、

避難所で感染が拡大するおそれがあることから、マスクや消毒液などの備蓄を進める

とともに、指定避難所以外の開設や、ホテル・旅館の活用等、避難者のための十分な

スペースを確保等の取組について、次のとおり推進した。 

 

【災害時の避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について】 

１ 平時の対応 

 ・住民に対し、予め避難行動を確認しておくことの重要性の周知 

 ・避難に備え、感染症を踏まえ準備する非常用持出袋の防災用品見直しの周知 

 ・過密な状態を防ぐよう可能な限り多くの避難所の開設を検討 

 ・想定される避難者と避難先についての検討 

  ア 発熱や咳等の風邪症状の有症者等が避難してきた場合の避難先の検討 

  イ 罹患した場合に重症化しやすい者や妊娠をしている者等の要配慮者が避難して

きた場合の避難先として、ホテル等の活用を検討 

  ウ 指定避難所内で発熱、咳症状等の体調不良者が出現した場合の避難先の検討 

 ・マスク、アルコール消毒薬、ハンドソープ、ペーパータオル等備蓄品の確保 

  

２ 発災時の対応 

 ・避難が必要な者が感染症を恐れて避難を躊躇しないよう適切な避難誘導を実施 

 ・避難所の分散の周知 

 ・受付時の衛生環境の確保、健康状態の確認（避難者の健康状態やケアの必要に応じ

て適切に受入れを実施） 

 ・避難中の健康観察 

 ・避難所内の感染予防（1 人あたり 4 ㎡確保、簡易間仕切りの使用、手洗いの励行定期

的な換気の実施等） 

 ・避難所内で発熱、咳等の症状者が出現した場合の対応（避難所内の有症者専用スペ

ースへの誘導や適切な医療措置の実施等） 
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５ 大分県地域強靱化計画の新規・拡充した主な取組状況 

 

①近年の災害から得られた知見の反映 

＜気候変動の影響を踏まえた治水対策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※治水ダム建設事業、令和２年６月時点、竹田市大字川床、玉来ダム建設工事 

全景：下流より撮影 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※治水ダム建設事業、令和２年６月時点、竹田市大字川床、玉来ダム建設工事 

近景：下流より撮影 
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＜被災者等の健康・避難生活環境の確保＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総合防災訓練（実動訓練） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総合防災訓練（実動訓練）  

14



 

②社会情勢の変化等を踏まえた反映 

＜先端技術の活用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ドローンによる被災状況の把握（日田市小野地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ドローンによる被災状況の把握（津久見市四浦：四浦日代線） 
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＜先端技術の活用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＶＲ技術を活用した映像コンテンツ（防災意識向上疑似体験啓発事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※防災アプリ（トップ画面）      ※Ｊアラート（国民保護対策事業） 

 （防災行動定着促進事業） 
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＜地域のリーダー等の人材育成、防災教育の充実＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総合防災訓練（図上訓練） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自主防災組織ロープワーク（地域防災力向上支援事業） 

 令和２年１月１０日（金） 県庁舎本館正庁ホール 防災士養成研修  
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＜地域のリーダー等の人材育成、防災教育の充実＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※モバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車輌）の展示 総合防災訓練（実動訓練） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地震体験車の活用（防災意識向上疑似体験啓発事業） 
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③災害時に必要なインフラ整備、耐震対策・老朽化対策、ＢＣＰの普及 

＜災害時に必要なインフラ整備や耐震対策・老朽化対策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※別府コンベンションセンター吊り天井（改修前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※別府コンベンションセンター吊り天井（改修後） 
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年度 値 年度 値 年度 値 年度 値

1 直接死を最大限防ぐ

1-1

1 ◎ 耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降客1万人以上） 駅 H30 1 R1 1 R2 1 R3 2
企画振興部

（鉄道営業法等）

2 ◎ 災害拠点病院の耐震化率 ％ H30 93 R1 100 R1 100 R1 100 ☆
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

3 社会福祉施設の耐震化率 ％ H30 96 R1 96 R2 97.0 R6 98.7
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

4 私立学校の耐震化率（福祉保健部所管） ％ H30 96.6 R1 96.6 R2 96.6 R5 100
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

5 私立学校の耐震化率（生活環境部所管） ％ H30 96.6 R1 100 R2 100 R5 100
生活環境部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

6 県立学校の耐震化率 ％ H30 100 H30 100 H30 100 H30 100 ☆
教育庁

（県長期教育計画（県総合教育計画））

7 ◎ 住宅の耐震化率 ％ H25 75 H25 75 R2 82 R2 82
土木建築部

（大分県住生活基本計画）
（大分県耐震改修促進計画）

8 ◎ 特定建築物の耐震化率 ％ H30 89 H30 89 R2 94 R2 94
土木建築部

（大分県耐震改修促進計画）

9 ◎ 無電柱化の着手延長 ㎞ H30 0 R1 10.4 R2 13 R2 13
土木建築部

（大分県無電柱化推進計画）

10 吊り天井耐震化された県有施設数 棟 H30 9 R1 12 R1 12 R6 12 ☆
土木建築部

（大分県地域防災計画）

11 ガス管の耐震化がなされている県営住宅数 棟 H30 419 R1 434 R2 455 R2 455
土木建築部

（社会資本整備計画）

1-2

12 ◎ 都市内の街路整備延長 ㎞ H30 507 R1 507 R2 507 R6 510
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

1-3

13 ◎ 海岸保全施設の整備延長（農林水産部所管） ㎞ H30 4.4 R1 4.5 R2 4.7 R6 5.7
農林水産部

（大分県海岸保全基本計画）

14 ◎ 海岸保全施設の整備延長（土木建築部所管） ㎞ H30 13.4 R1 16.1 R2 17.1 R6 19.7
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（大分県海岸保全基本計画）

1-4

15 ◎ 浸水対策が行われた地区数 地区 H30 44 R1 60 R2 66 R6 84
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））
（河川整備基本方針・河川整備計画）

16 ◎ 内水ハザードマップを作成･公表した市町村の数 市町村 H30 3 R1 4 R2 4 R6 6
土木建築部

（社会資本重点整備計画）

17 洪水ハザードマップを作成･公表した市町村の数 市町村 H30 1 R1 13 R2 16 R2 16
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））

18 ◎ 高潮浸水想定区域図を公表した市町村の数 市町村 H30 0 R1 0 R2 12 R2 12
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））

19 ◎ 下水道による都市浸水対策達成率 ％ H29 48 H30 66 R2 66 R5 67
土木建築部

（社会資本重点整備計画）

20 近年の豪雨実績を反映させた治水対策着手箇所数 箇所 H30 5 R1 5 R2 8 R6 22
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））
（河川整備基本方針・河川整備計画）

1-5

21 ◎ ため池のハザードマップを作成した箇所数 箇所 H30 536 R1 611 R2 675 R5 763
農林水産部

（農林水産業振興計画）

22 ◎ 山地災害危険地区の整備地区数 地区 H30 2,172 R1 2,185 R2 2,187 R6 2,224
農林水産部

（農林水産業振興計画）

23 土砂災害対策施設整備率 ％ H30 29.5 R1 29.7 R2 30.8 R6 32.1
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

24 土砂災害警戒区域指定率 ％ H30 67.6 R1 89.7 R2 100 R2 100
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

2

2-1

25 ◎ 上水道基幹管路耐震化延長 ㎞ H30 161 H30 161 R2 166 R6 185
生活環境部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

26 流通在庫備蓄（災害時における生活必需物資の供給）に関する協定数 団体 H30 21 R1 21 R2 - - -
商工観光労働部

（災害時における生活必需物資の供給に関する協定）

27 ◎ 耐震強化岸壁の整備数 施設 H30 3 R1 3 R2 3 R5 4
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

2-2

28 ◎ 農道橋（延長15m以上）･農道トンネルの機能保全計画（個別施設計画）の策定割合 ％ H30 63 R1 100 R1 100 R2 100 ☆
農林水産部

（農林水産業振興計画）

29 ◎
緊急輸送道路における橋梁耐震化率
（平成８年より古い基準により設計されたもの）

％ H30 0 R1 0 R2 8 R6 40
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

30 ◎ 道路法面の対策率（優先啓開ルート） ％ H30 56 R1 58 R2 62 R6 73
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（おおいたの道構想2015）

31 避難所等に関するサイン旗を使用した訓練等実施回数 回 H30 2 R1 1 R2 1 毎年度 1 ☆
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

2-3

32 消防庁舎の耐震化完了の割合 ％ H30 92 R1 93 R2 93 R5 100
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

33 ◎ 消防団員の条例定数に対する割合 ％ H30 91.7 R1 90.1 R2 全国平均の確保 毎年度 全国平均の確保
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

34 ◎ 警察署の耐震化率 ％ H30 93 R1 93 R2 93 R3 100
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

35 ◎
警察災害派遣隊の体制強化､航空機等装備資機材の整備高度化
即応部隊5部隊･一般部隊6部隊を編成(H26)

％ H26 100 R1 100 R2 100 R6 100 ☆
警察本部

（大分県警察における災害警備実施に関する
規程の運用について）

2-4

36 公共施設使用協定締結市町村数 市町村 H29 4 H30 4 R2 7 R5 17
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

37 災害時帰宅支援ステーション協定締結事業者数 社 H29 12 H30 12 R2 13 R5 15
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

大分県地域強靱化地域計画　代表的な指標の進捗状況

指標
番号

再掲
再掲元

指標番号
指標 単位

計画改訂時 現状値 目標値（R2） 目標値
達成

所管部局
（所管部局の計画等）

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災地の健康・避難生活環境を確実に確保する

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生

資料１
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年度 値 年度 値 年度 値 年度 値

指標
番号

再掲
再掲元

指標番号
指標 単位

計画改訂時 現状値 目標値（R2） 目標値
達成

所管部局
（所管部局の計画等）

2-5

38 大分DMAT隊員登録者数 名 H30 542 R1 465 R2 565 R5 600
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

39 ○ 1-1 災害拠点病院の耐震化率 ％ H30 93 R1 100 R1 100 R1 100 ☆
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

40 BCPの考え方に基づいた災害対策マニュアルを作成している災害拠点病院の割合 ％ H30 100 H30 100 H30 100 H30 100 ☆
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

41 多数の傷病者の受け入れを想定した災害実動訓練を実施した災害拠点病院の割合 ％ H30 100 R1 64.3 R2 80 H30 100
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

42 福祉避難所（福祉避難スペースを含む）を指定している小学校区の割合 ％ H30 63 R1 77.5 R2 85 R6 100
福祉保健部

（大分県地域福祉基本計画）

2-6

43 ◎ 災害時健康危機管理支援チームの体制整備･研修実施 回/年 H30 1 R1 1 R2 1 毎年 1 ☆
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

44 予防接種法に基づく予防接種率　麻しん ％ H30 94.8 R1 94.4 R2 95.0 R5 95.0
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

45 予防接種法に基づく予防接種率　風しん ％ H30 94.8 R1 94.4 R2 95.0 R5 95.0
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

46 ◎ 下水道施設の地震対策・耐水化に着手した市町村数 市町村 H30 13 R1 13 R2 13 R6 14
土木建築部

（社会資本重点整備計画）

2-7

47 ｢避難所運営マニュアル｣を策定した市町村数 市町村 H30 15 R1 17 R2 18 R1 18
生活環境部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

48 ○ 2-6 災害時健康危機管理支援チームの体制整備･研修実施 回/年 H30 1 R1 1 R2 1 毎年 1 ☆
福祉保健部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

3

3-1

49 ○ 2-3 警察署の耐震化率 ％ H30 93 R1 93 R2 93 R3 100
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

50 合同訓練､災害現場に即した環境での体系的･段階的な訓練の実施 - 適宜 適宜 適宜 適宜 適宜 適宜 適宜 適宜 ☆
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

51 ◎ 自起動式発動発電機の整備台数 台 H30 42 R1 50 R2 64 R4 104
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

52 ◎ 可搬式発動発電機の整備台数 台 H30 51 R1 59 R2 69 R4 89
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

3-2

53 大分県業務継続計画の見直し 回/年 毎年度 1 R1 1 R2 1 毎年度 1 ☆
総務部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

54 防災拠点施設の設備防災対策棟数 棟 H30 17 R1 17 R2 21 R3 23
土木建築部

（大分県地域防災計画）

4

4-1

55 ○ 1-1 無電柱化の着手延長 ㎞ H30 0 R1 10.4 R2 13 R2 13
土木建築部

（大分県無電柱化推進計画）

4-2

56 県民安全･安心メール及び防災アプリの登録者数 人 H30 27,043 R1 45,262 R2 50,000 R6 70,000
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

5

5-1

57 大企業のBCPの策定割合 ％ H30 67.4 R1 68.1 R2 100 R6 100
商工観光労働部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

58 中小企業のBCPの策定割合 ％ H30 29.5 R1 30.1 R2 36 R6 44
商工観光労働部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

59 ○ 2-1 耐震強化岸壁の整備数 施設 H30 3 R1 3 R2 3 R5 4
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

5-2

60 ◎ 再生可能エネルギー供給量 TJ H30 50,795 H30 50,795 R2 - R6 58,323
商工観光労働部

（大分県新エネルギービジョン）

5-3

61 大分港海岸保全施設整備進捗率 ％ H30 5 R1 12.3 R2 17 R6 39
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（大分県海岸保全基本計画）

5-4

62 ○ 1-1 耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上） 駅 H30 1 R1 1 R2 1 R3 2
企画振興部

（鉄道営業法等）

63 地域高規格道路の整備延長 ㎞ H30 77 R1 77 R2 82 R6 100
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（おおいたの道構想2015）

64 ○ 2-2
緊急輸送道路における橋梁耐震化率
（平成８年より古い基準により設計されたもの）

％ H30 0 R1 0 R2 8 R6 40
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

65 ○ 2-2 道路法面の対策率（優先啓開ルート） ％ H30 56 R1 58 R2 62 R6 73
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（おおいたの道構想2015）

66 ○ 2-1 耐震強化岸壁の整備数 施設 H30 3 R1 3 R2 3 R5 4
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

5-5

67 農業水利施設長寿命化計画の策定箇所数 箇所 H30 282 R1 287 R2 294 R5 295
農林水産部

（農林水産業振興計画）

68 ◎ 多面的機能支払交付金の協定面積 ha H30 24,000 R1 24,007 R2 25,500 R6 28,000
農林水産部

（農林水産業振興計画）

69 ○ 2-2 農道橋（延長15m以上）･農道トンネルの機能保全計画（個別施設計画）の策定割合 ％ H30 63 R1 100 R1 100 R2 100 ☆
農林水産部

（農林水産業振興計画）

医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能・福祉支援活動の麻痺

被災地における疫病・感染症等の大規模発生

広域交通ネットワークが分断する等､基幹的な陸上・海上交通ネットワークの機能停止による物流･人流への甚大な影響

劣悪な避難生活環境､不十分な健康管理による多数の被害者の健康状態の悪化･死者の発生

必要不可欠な行政機能は確保する

被災による司法機能､警察機能の大幅な低下による治安の悪化､社会の混乱

行政機関の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下

必要不可欠な情報通信機能･情報サービスは確保する

防災･災害対応に必要な通信インフラの麻痺･機能停止

災害時に活用する情報サービスが機能停止し､情報の収集･伝達ができず､ 避難行動や救助･支援が遅れる事態

経済活動を機能不全に陥らせない

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下

エネルギー供給の停止による､社会経済活動･サプライチェーンの維持への甚大な影響

コンビナート･重要な産業施設の損壊､火災､爆発等

食料等の安定供給の停滞
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年度 値 年度 値 年度 値 年度 値

指標
番号

再掲
再掲元

指標番号
指標 単位

計画改訂時 現状値 目標値（R2） 目標値
達成

所管部局
（所管部局の計画等）

6

6-1

70 ○ 5-2 再生可能エネルギー供給量 TJ H30 50,795 H30 50,795 R2 - R6 58,323
商工観光労働部

（大分県新エネルギービジョン）

71 電気事業における既存施設（主な建物･水管橋）の耐震化率 ％ H30 90 R1 90 R2 95 R3 95
企業局

（大分県企業局経営戦略アクションプラン
（平成30年度～令和3年度）（改訂版））

72 電気事業における既存施設（水路工作物）の耐震照査率 ％ H30 41 R1 51 R2 66 R3 73
企業局

（大分県企業局経営戦略アクションプラン
（平成30年度～令和3年度）（改訂版））

6-2

73 ○ 2-1 上水道基幹管路耐震化延長 ㎞ H30 161 H30 161 R2 166 R6 185
生活環境部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

74 工業用水道事業における既存施設（主な建物･水管橋･構築物）の耐震化率 ％ H30 45 R1 49 R2 51 R3 57
企業局

（大分県企業局経営戦略アクションプラン
（平成30年度～令和3年度）（改訂版））

75 給水ネットワークを活用した隧道点検 ％ H30 40 R1 60 R2 60 R3 80
企業局

（大分県企業局経営戦略アクションプラン
（平成30年度～令和3年度）（改訂版））

6-3

76 ○ 2-6 下水道施設の地震対策・耐水化に着手した市町村数 市町村 H30 13 R1 13 R2 13 R6 14
土木建築部

（社会資本重点整備計画）

6-4

77 ○ 1-1 耐震化が完了した主要駅（1日あたり乗降者が1万人以上） 駅 H30 1 R1 1 R2 1 R3 2
企画振興部

（鉄道営業法等）

78 農道の整備延長 ㎞ H30 5,647 R1 5,651 R2 - R1 5,700
農林水産部

（農林水産業振興計画）

79 ◎ 林道等の整備延長 ㎞ H30 2,535 R1 2,565 R2 2,597 R6 2,725
農林水産部

（農林水産業振興計画）

80 ○ 2-2 農道橋（延長15m以上）･農道トンネルの機能保全計画（個別施設計画）の策定割合 ％ H30 63 R1 100 R1 100 R2 100 ☆
農林水産部

（農林水産業振興計画）

81 ○ 2-2
緊急輸送道路における橋梁耐震化率
（平成８年より古い基準により設計されたもの）

％ H30 0 R1 0 R2 8 R6 40
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

82 ○ 2-2 道路法面の対策率（優先啓開ルート） ％ H30 56 R1 58 R2 62 R6 73
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（おおいたの道構想2015）

6-5

83 ○ 1-3 海岸保全施設の整備延長（農林水産部所管） ㎞ H30 4.4 R1 4.5 R2 4.7 R6 5.7
農林水産部

（大分県海岸保全基本計画）

84 ○ 1-3 海岸保全施設の整備延長（土木建築部所管） ㎞ H30 13.4 R1 16.1 R2 17.1 R6 19.7
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（大分県海岸保全基本計画）

85 ○ 1-4 浸水対策が行われた地区数 地区 H30 44 R1 60 R2 66 R6 84
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））
（河川整備基本方針・河川整備計画）

7

7-1

86 ○ 1-2 都市内の街路整備延長 ㎞ H30 507 R1 507 R2 507 R6 510
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））

87 ○ 2-3
警察災害派遣隊の体制強化､航空機等装備資機材の整備高度化
即応部隊5部隊･一般部隊6部隊を編成(H26)

％ H26 100 R1 100 R2 100 R6 100 ☆
警察本部

（大分県警察における災害警備実施に関する
規程の運用について）

7-2

88 ○ 1-3 海岸保全施設の整備延長（農林水産部所管） ㎞ H30 4.4 R1 4.5 R2 4.7 R6 5.7
農林水産部

（大分県海岸保全基本計画）

89 ○ 1-3 海岸保全施設の整備延長（土木建築部所管） ㎞ H30 13.4 R1 16.1 R2 17.1 R6 19.7
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（大分県海岸保全基本計画）

90 ○ 2-3
警察災害派遣隊の体制強化､航空機等装備資機材の整備高度化
即応部隊5部隊･一般部隊6部隊を編成(H26)

％ H26 100 R1 100 R2 100 R6 100 ☆
警察本部

（大分県警察における災害警備実施に関する
規程の運用について）

7-3

91 ○ 1-1 住宅の耐震化率 ％ H25 75 H25 75 R2 82 R2 82
土木建築部

（大分県住生活基本計画）
（大分県耐震改修促進計画）

92 ○ 1-1 特定建築物の耐震化率 ％ H30 89 H30 89 R2 94 R2 94
土木建築部

（大分県耐震改修促進計画）

93 ○ 3-1 自起動式発動発電機の整備台数 台 H30 42 R1 50 R2 64 R4 104
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

94 ○ 3-1 可搬式発動発電機の整備台数 台 H30 51 R1 59 R2 69 R4 89
警察本部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

7-4

95 ◎ ため池の改修箇所数 箇所 H30 530 R1 535 R2 539 R6 565
農林水産部

（農林水産業振興計画）

96 ○ 1-5 ため池のハザードマップを作成した箇所数 箇所 H30 536 R1 611 R2 675 R5 763
農林水産部

（農林水産業振興計画）

7-5

97 総合防災訓練の実施 毎年 毎年 1 毎年 1 毎年 1 毎年 1 ☆
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

98 原子力防災訓練の実施 毎年 毎年 1 毎年 1 毎年 1 毎年 1 ☆
生活環境部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

7-6

99 ○ 7-4 ため池の改修箇所数 箇所 H30 530 R1 535 R2 539 R6 565
農林水産部

（農林水産業振興計画）

100 ○ 5-5 多面的機能支払交付金の協定面積 ha H30 24,000 R1 24,007 R2 25,500 R6 28,000
農林水産部

（農林水産業振興計画）

101 ○ 6-4 林道等の整備延長 ㎞ H30 2,535 R1 2,565 R2 2,597 R6 2,725
農林水産部

（農林水産業振興計画）

102 ○ 1-5 山地災害危険地区の整備地区数 地区 H30 2,172 R1 2,185 R2 2,187 R6 2,224
農林水産部

（農林水産業振興計画）

ため池､防災施設､天然ダム等の損壊･機能不全や堆積した土砂､火山噴出物の流出による多数の死傷者の発生

ライフライン､燃料供給関連施設､交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに､早期に復旧させる

電力供給ネットワーク（発変電所､送配電設備）や都市ガス供給、石油･ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止

上水道等の長期間にわたる供給停止

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

基幹的交通から地域交通網まで､陸海空の交通インフラの長期間にわたる機能停止

防災施設の長期間にわたる機能不全

制御不能な複合災害･二次災害を発生させない

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

海上･臨海部の広域複合災害の発生

沿線･沿道の建物倒壊に伴う閉塞､地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺

有害物質の大規模拡散･流出による被害の拡大

農地･森林等の荒廃による被害の拡大
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年度 値 年度 値 年度 値 年度 値

指標
番号

再掲
再掲元

指標番号
指標 単位

計画改訂時 現状値 目標値（R2） 目標値
達成

所管部局
（所管部局の計画等）

8

8-1

103 災害廃棄物発生推計量を充足する仮置場候補地を確保した市町村数 市町村 H30 17 R1 18 R1 18 R1 18 ☆
生活環境部

（大分県地域強靱化計画（改訂）に基づき設定した指標）

8-2

104 就労環境の改善等を図った建設業者数 業者 H30 61 R1 134 R2 180 R6 420
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））

8-3

105 自主防災組織率 ％ H30 97.23 R1 97.06 R2 98 R5 100
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

106 自主防災組織避難訓練等実施率 ％ H30 79.3 R1 76.5 R2 90 R6 90
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

107 自主防災組織避難訓練等実施率[津波浸水想定区域] ％ H30 91.4 R1 83.4 R2 100 R6 100
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

108 自主防災組織等（住民30人以上）への防災士確保割合 ％ H30 74.8 R1 76.9 R2 100 R5 100
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

109 防災士資格取得者数 人 H30 10,432 R1 11,244 R2 12,400 R6 16,000
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

110 防災士における女性防災士の割合 ％ H30 14.7 R1 15.1 R2 20 R5 20
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

111 ○ 2-3 消防団員の条例定数に対する割合 ％ H30 91.7 R1 90.1 R2 全国平均の確保 毎年度 全国平均の確保
生活環境部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

112 ○ 2-3
警察災害派遣隊の体制強化､航空機等装備資機材の整備高度化
即応部隊5部隊･一般部隊6部隊を編成(H26)

％ H26 100 R1 100 R2 100 R6 100 ☆
警察本部

（大分県警察における災害警備実施に関する
規程の運用について）

8-4

113 ○ 1-3 海岸保全施設の整備延長（農林水産部所管） ㎞ H30 4.4 R1 4.5 R2 4.7 R6 5.7
農林水産部

（大分県海岸保全基本計画）

114 ○ 1-3 海岸保全施設の整備延長（土木建築部所管） ㎞ H30 13.4 R1 16.1 R2 17.1 R6 19.7
土木建築部

（おおいた土木未来プラン2015（改訂））
（大分県海岸保全基本計画）

115 ○ 1-4 下水道による都市浸水対策達成率 ％ H29 48 H30 66 R2 66 R5 67
土木建築部

（社会資本重点整備計画）

116 ○ 1-4 内水ハザードマップを作成･公表した市町村の数 市町村 H30 3 R1 4 R2 4 R6 6
土木建築部

（社会資本重点整備計画）

117 ○ 1-4 浸水対策が行われた地区数 地区 H30 44 R1 60 R2 66 R6 84
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））
（河川整備基本方針・河川整備計画）

118 ○ 1-4 高潮浸水想定区域図を公表した市町村の数 市町村 H30 0 R1 0 R2 12 R2 12
土木建築部

（おおいた土木未来2015（改訂））

8-5

119 文化財の保存・活用に関する市町村の地域計画の策定数 件 H30 0 R1 0 R2 0 R6 18
教育庁

（県長期教育計画）

8-6

120 応急仮設住宅に関するマニュアルの作成率 ％ H30 0 R1 0 R2 100 R2 100
土木建築部・福祉保健部

（大分県地震・津波防災アクションプラン）

広域地盤沈下等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失､地域コミュニティの崩壊等による有形･無形の文化の衰退･喪失

事業用地の取得､仮設住宅･仮店舗･仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

社会･経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

復興を支える人材等（専門家､コーディネーター､労働者､地域に精通した技術者等）の不足､より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態

地域コミュニティの崩壊､治安の悪化等により復旧･復興が大幅に遅れる事態
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○木造住宅の耐震化率向上のため、県民への周知啓発及び住宅耐震化補
助制度による支援、不特定多数の者が利用する大規模なホテル・旅館及び病
院等に対して耐震改修制度による支援及び住宅地における倒壊の危険のあ
るブロック塀に対して除却補助制度による支援を実施した。

○取組の結果、県民の木造住宅耐震への関心が低いという課題が残る。さら
なる木造住宅の耐震化率向上のため、県民への周知啓発、住宅耐震化補助
制度による支援を行う。また、不特定多数の者が利用する大規模なホテル・旅
館及び病院等の耐震化の推進については、施設所有者の経済的負担を軽減
することが有効であるため、耐震改修補助制度による支援を継続して実施し、
住宅地における倒壊の危険のあるブロック塀についても除却補助制度による
支援を継続して実施する。

○県営寒田南住宅等のガス配管の耐震化を図った。 ○県営住宅のガス配管の耐震化を継続し、令和２年度に完了予定である。

○施設利用者の安全を確保し、地震後も使用可能な状態とするため、別府コ
ンベンションセンター、歴史博物館及び総合体育館の吊り天井の耐震化改修
工事及び総合文化センターの吊り天井改修計画委託を実施した。大規模地
震に備え、迅速な実施が求められる。

○県有建築物の吊り天井等の非構造部材の耐震化を継続する。

○警察署の耐震化率１００％に向け、国東警察署建替のための用地取得、造
成を実施した。

○国東警察署建替は、令和３年度中に完了予定のため、令和３年度中に警
察署の耐震化率は、１００％を達成予定である。

○避難所として利用されることもある高齢者福祉施設について、未耐震化施
設の耐震化が図られるよう、国の補助制度とその活用の周知及び南海医療
センターの耐震化工事の完成による県内14ある災害拠点病院すべてで耐震
化実施済みとなった。

○未耐震化施設の耐震化が図られるよう、国の補助制度とその活用を周知す
るなど、耐震化の働きかけの継続及び耐震化実施未済の第二次救急医療機
関４病院（大分中村病院、別府中央病院、梶原病院、中津第一病院）に対し
て、耐震化の働きかけを継続して行っていく。

○総合文化センター大ホール・中ホールの吊り天井の工事に向けた検討、芸
術文化短期大学において、キャンパス整備を進め美術棟及び音楽棟の増改
築工事を実施した。

○総合文化センターの吊り天井改修に向けたPTを設置し、令和５年度実施予
定の工事に向けた検討の推進、令和２年度までの予定で、芸術文化短期大
学のキャンパス整備を進め、老朽化した建物を改築することで、施設の安全
性を高める。

○大規模災害時の電柱倒壊を防ぐため、国道５００号や国道２１０号等で無電
柱化を推進した。

○大規模災害時の電柱倒壊を防ぐため、国道５００号や国道２１０号等で無電
柱化を推進する。

○大分市を除くすべての市町で大規模盛土造成地の造成年代調査を実施し
た。
詳細調査が必要な宅地の把握を進めていく必要がある。

○大分市の大規模盛土造成地の造成年代調査の実施及び大規模盛土造成
地の現地踏査・優先度評価等により、詳細調査が必要な宅地の把握を実施
する。

○災害情報共有システム（Lアラート）を活用した災害情報の提供として、各市
町村を沿岸部と山間部の２ブロックに分けて、「情報収集・伝達訓練及びＬア
ラート全国合同訓練」を実施し、避難情報発令の対応力向上を図った。また、
ＶＲ技術を活用した映像コンテンツによる啓発として、コンテンツの内容や普及
啓発方法等の検討を行う共同研究会を設置し、「地震編」「津波編」「土砂災害
編」の３コンテンツを製作した。さらに全国瞬時警報システム（Jアラート）を活
用した国民保護に関する情報及び自然災害に関する情報の提供として、Jア
ラートによる国からの情報を住民に迅速かつ遺漏なく伝達できるよう、市町村
に対し年間４回の全国一斉情報伝達試験及び年２回の緊急地震速報訓練へ
の参加及び適切な対応の徹底を図った。

○災害情報共有システム（Lアラート）を活用した災害情報の提供として、「情
報収集・伝達訓練及びＬアラート全国合同訓練」について、昨年度出水期から
運用を開始した、「警戒レベルを付した避難情報の発令」に力点を置いた内容
で実施する。また、ＶＲ技術を活用した映像コンテンツによる啓発として、「洪
水・浸水害編」「台風（暴風雨）編」のコンテンツ製作を予定している。また、各
市町村や各振興局との連携により、地域に密着した普及啓発を実施する。さ
らに、全国瞬時警報システム（Jアラート）を活用した国民保護に関する情報及
び自然災害に関する情報の提供として、市町村に対し、Jアラートの全国一斉
情報伝達試験等への参加、試験結果の検証及び発生した課題への適切な対
応を働きかける。

○令和元年９月に防火防災講習を自衛消防隊員及び庁舎管理者等に行うと
ともに、令和元年１１月には県庁舎総合防災の訓練（地震・火災）を実施し、災
害時に迅速に対応出来るように防火・防災対策の能力向上を図った。

○突発的な災害が起こった際のパニックによる被害の軽減、二次的災害の発
生等を防止するため、県庁舎総合防災訓練を行い、来庁者及び職員の災害
対応能力の向上を図る。

○防災訓練、災害医療従事者研修を実施することにより災害対応能力の向
上を図った。

○引き続き、防災訓練等の継続し、また、他の医療機関・行政機関等、他機
関と連携したより実践的な訓練の企画・実施する。

○学校敷地内にある倒壊の危険のある全てのブロック塀の撤去、児童生徒が
居住・生活する地域の災害リスクについて把握できるよう「防災教育モデル実
践事業」の実施、各モデル校（高等学校・特別支援学校）やモデル地域内の学
校において、児童生徒がフィールドワーク等により危険なブロック塀や空き家・
避難場所や経路等の調査、地域安全マップを作成する学習の実践研究及び
公開研究会や各種研修等を通じて、広く成果の普及を図った。また、全ての公
立学校に防災教育を担う教員として「防災教育コーディネーター」を配置し、防
災士養成研修等の研修により資質向上を図った。

○「防災教育モデル実践事業」の実践研究、モデル校以外の学校での取組を
促進するため、希望する学校に外部講師等を派遣する「学校防災出前講座」
のメニューの追加及び各種研修等を通じた「防災教育コーディネーター」等の
人材育成を推進する。

大分県地域強靱化地域計画の主な実施状況

〔事前に備えるべき目標〕

１　直接死を最大限防ぐ

1-1 住宅・建物・交通施設等の複
合的・大規模倒壊や不特定多数が
集まる施設の倒壊による多数の死
傷者の発生

企画振興部
福祉保健部
生活環境部
土木建築部
会計管理局

病院局
教育庁

警察本部

資料２
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○総合文化センターと県立美術館については、消防計画を元に安全管理マ
ニュアルの作成、来館者及び職員を対象とした避難訓練及び図上防災訓練
（防災研修）を実施した。また、令和元年12月に芸術文化短期大学敷地内で
発生した工事現場事務所での火災に際し、迅速に避難誘導を行った。これを
受け、12月に学生及び職員を対象に避難訓練を実施したほか、非常用設備
の点検を行った。大分市消防局の指導の下、令和２年１月に消防計画の一部
変更を実施した。

○消防計画に基づく火災等災害の予防、職員全員への防災研修の実施及び
芸術文化短期大学消防計画に基づく火災等災害の予防、人命の保護及び被
害の軽減に努める。

○令和元年９月に防火防災講習を自衛消防隊員及び庁舎管理者等に行うと
ともに、令和元年１１月には県庁舎総合防災の訓練（地震・火災）を実施し、災
害時に迅速に対応出来るように防火・防災対策の能力向上を図った。

○突発的な災害が起こった際のパニックによる被害の軽減、二次的災害の発
生等を防止するため、県庁舎総合防災訓練を行い、来庁者及び職員の災害
対応能力の向上を図る。

○防災訓練及び災害医療従事者研修を実施することにより、災害対応能力
の向上を図った。

○防災訓練等の継続及び他の医療機関・行政機関等、他機関と連携したより
実践的な訓練の企画・実施を推進する。

○学校敷地内にある倒壊の危険のある全てのブロック塀の撤去、児童生徒が
居住・生活する地域の災害リスクについて把握できるよう「防災教育モデル実
践事業」の実施、各モデル校（高等学校・特別支援学校）やモデル地域内の学
校において、児童生徒がフィールドワーク等により危険なブロック塀や空き家・
避難場所や経路等の調査、地域安全マップを作成する学習の実践研究及び
公開研究会や各種研修等を通じて、広く成果の普及を図った。また、全ての公
立学校に防災教育を担う教員として「防災教育コーディネーター」を配置し、防
災士養成研修等の研修により資質向上を図った。

○「防災教育モデル実践事業」の実践研究、モデル校以外の学校での取組を
促進するため、希望する学校に外部講師等を派遣する「学校防災出前講座」
のメニューの追加及び各種研修等を通じた「防災教育コーディネーター」等の
人材育成を推進する。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

○都市の骨格となる庄の原佐野線（下郡工区）等の県内の街路整備及び避
難場所や帰宅困難者等の一時退避施設となる都市公園の計画的な整備・更
新･補修を実施した。

○庄の原佐野線（下郡工区）等の都市の骨格となる街路の整備による防災拠
点へのアクセス強化及び避難場所や帰宅困難者等の一時退避施設となる都
市公園の計画的な整備・更新･補修を継続する。

○県民安全・安心メール及び防災アプリによる情報の配信として、県立学校
及び私立高校へチラシの配付、防災関連イベントや他部局の関連イベント等
における普及啓発活動及びＣＭによる普及啓発を実施した。

○県民安全・安心メール及び防災アプリによる情報の配信として、登録数の
増加及び防災情報収集ツール複数所持の促進を図るため、各種イベント等に
おいて積極的な普及啓発を推進する。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

○南海トラフ臨時情報発表時の対応について検討を行い、南海トラフ地震防
災対策推進計画の修正、「おおいた防災アプリ」のハザード表示機能への「南
海トラフ」「別府湾」「周防灘」の想定地震別の想定浸水深の掲載、市町村及び
消防本部からイベントや防災訓練等の開催予定を聴取し、当該年度の地震体
験車貸出計画の作成及び地震体験車の操作研修会を実施した。

○南海トラフ地震防災対策推進計画の大分県地域防災計画への反映、事前
避難対象地域における避難対策等の具体的な内容についての検討、津波ハ
ザードマップのハザード表示機能の活用促進及び本機能の改修、地震体験
車の貸出計画の作成、市町村等を対象にした地震体験車の操作説明会の開
催、県内のイベントや防災訓練等での地震体験車の活用周知などを実施す
る。

○老朽化した消波堤施設の機能保全工事及び佐賀関漁港及び松浦漁港の
漁港施設の耐震化・耐津波化を実施した。

○施設の消波機能の回復及び耐津波化で早急な対応が求められている２漁
港海岸を中心に県管理漁港の耐震化・耐津波化を継続する。

○海岸保全施設において、波浪･高潮･侵食対策のみならず､比較的発生頻度
の高い津波についても対応した施設整備の推進を図った。

○海岸保全施設において、波浪･高潮･侵食対策のみならず､比較的発生頻度
の高い津波についても対応した施設整備を継続する。また、港湾における津
波避難計画の策定を推進する。

○学校敷地内にある倒壊の危険のある全てのブロック塀の撤去、児童生徒が
居住・生活する地域の災害リスクについて把握できるよう「防災教育モデル実
践事業」の実施、各モデル校（高等学校・特別支援学校）やモデル地域内の学
校において、児童生徒がフィールドワーク等により危険なブロック塀や空き家・
避難場所や経路等の調査、地域安全マップを作成する学習の実践研究及び
公開研究会や各種研修等を通じて、広く成果の普及を図った。また、全ての公
立学校に防災教育を担う教員として「防災教育コーディネーター」を配置し、防
災士養成研修等の研修により資質向上を図った。

○「防災教育モデル実践事業」の実践研究、モデル校以外の学校での取組を
促進するため、希望する学校に外部講師等を派遣する「学校防災出前講座」
のメニューの追加及び各種研修等を通じた「防災教育コーディネーター」等の
人材育成を推進する。

○自然との共生及び環境との調和に配慮した河川堤防等の整備を推進した。 ○河川･海岸堤防等の整備を進めるとともに､整備にあたっては自然との共生
及び環境との調和に配慮する｡

1-2 密集市街地や不特定多数が
集まる施設における大規模火災に
よる多数の死傷者の発生

企画振興部
福祉保健部
生活環境部
土木建築部
会計管理局

病院局
教育庁

警察本部

1-3 広域にわたる大規模津波等に
よる多数の死傷者の発生

生活環境部
農林水産部
土木建築部

教育庁
警察本部

〔事前に備えるべき目標〕

（１　直接死を最大限防ぐ）
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○既存ダムの治水機能強化や河川監視カメラの整備など、ハード整備とソフト
対策が一体となった減災体制の確立及び自助･共助･公助がバランス良く機能
した減災対策を推進した｡

○既存ダムの治水機能強化や防災情報の提供など、ハード整備とソフト対策
が一体となった減災体制の確立及び自助･共助･公助がバランス良く機能した
減災対策を引き続き推進する。

佐賀関漁港及び松浦漁港の漁港施設の耐震化・耐津波化を実施した。 耐津波化で早急な対応が求められている２漁港海岸を中心に県管理漁港の
耐震化・耐津波化を継続する。

○河川改修や河床掘削･ダム建設などの施設整備は､既存施設の有効活用
などによるコスト縮減及び投資効果の高い箇所への重点化･集中化により、浸
水被害の防止・軽減を行った｡

○河川改修や河床掘削･ダム建設などの施設整備については､、県内の要対
策箇所を勘案し、残っている既存施設を有効活用するなどコスト縮減を図りな
がら､投資効果の高い箇所に重点的･集中的に行う｡

○16地区において過去に浸水被害が発生した地域の河川改修を完了させ､
排水機場や管渠等の排水施設の整備並びに河川施設及びダムが機能停止
に陥らないための対策等を推進した｡

○河川の浸水被害の解消及び軽減､排水機場や管渠等の排水施設の整備
並びに河川施設及びダムが機能停止に陥らないための対策を引き続き推進
する｡

○大分市等において、市町村･地域住民と連携したハザードマップ作成等の
防災情報の発信強化を図るとともに、セミナー等を活用し、行政と地域が一体
となった浸水避難対策を推進した｡

○実効性のある避難行動を促すため、想定最大規模の浸水想定区域図を作
成･公表するなど浸水被害に対する取組、市町村･地域住民と連携したハザー
ドマップ作成等の防災情報の発信強化及び県内の市町村や地域が一体と
なった浸水避難対策を引き続き推進する｡

○令和元年度には、中津市において内水ハザードマップの公表を行った。 ○浸水実績のある地区などを持つ市町村について､内水ハザードマップの作
成･公表の取組を推進する。

○最新の雨量統計の解析結果を踏まえ､５河川において治水ダム整備や堤
防補強を含む河川改修等の抜本的な治水対策を推進した｡

○近年の激甚化する豪雨に備え、最新の雨量統計の解析結果を踏まえ､治
水ダム整備や堤防補強を含む河川改修等の抜本的な治水対策に向けた取り
組みを引き続き推進する。

○ 大規模氾濫に関する減災対策協議会を中心に､多くの関係者の事前の備
えと連携強化により､複合的な災害にも多層的に備え､社会全体で被害を防
止･軽減させる対策の強化を推進した｡

○ 大規模氾濫に関する減災対策協議会を中心に､これまでの災害を検証し、
多くの関係者の事前の備えと連携強化により､複合的な災害にも多層的に備
え､社会全体で被害を防止･軽減させる対策の強化を引き続き推進する｡

○火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づきソフト対策として鶴見・伽藍岳に
ついては監視カメラの配置検討をおこない、九重山についてはワイヤーセン
サーの更新を実施した。

○火山噴火緊急減災対策砂防計画に基づきソフト対策として監視カメラやワ
イヤーセンサー等の火山監視機器の整備を図る。ハード対策としては噴火時
に備え、土石流に対して有効な除石や仮設計画を検討する。

○県ホームページに直接アクセス可能なQRコード付きの看板を設置する市町
に対して補助事業を実施し、令和元年度は６箇所に看板を設置した。

○看板設置の補助事業を継続して実施する。また、大分県において初めてと
なる火山防災訓練を九重山で実施する。

○土砂災害の恐れのある約2万4千箇所の基礎調査が完了した。近年の豪雨
では、土砂災害警戒区域外でも被害が発生しており課題が残る。３市のモデ
ル地区にて、市や地域住民と連携して危険箇所の確認や避難訓練を実施し
た。砂防施設整備（ハード対策）については、日田市小野地区の地すべり対策
事業などの３カ年緊急対策を重点的に推進した。

○土砂災害警戒区域として指定を完了するとともに、土砂災害ハザードマップ
の早期完成に向け、引き続き市町村を支援する。さらに、より高度な地形デー
タを活用して危険箇所の洗い出しを行い、警戒区域の追加指定を行う。避難
訓練等は、モデル地区での取組を県下全市町村で展開する。砂防施設整備
（ハード対策）については、引き続き３カ年緊急対策を重点的に推進する。

○地域防災力の強化を図るため、ため池ハザードマップを作成した。 ○近年、災害が頻発し、激甚化していることから、ハザードマップの作成を引
き続き推進する。

○山地災害危険地区について、治山施設等による整備を実施した。 ○山地災害危険地区において、治山施設等による整備率は約32％と低い状
況であることから、引き続き効率的・効果的な施設等の整備を推進する。

○災害の発生が懸念される河川沿の人工林９地区及び尾根・急傾斜地の人
工林５地区の森林整備を実施した。

○対策が必要な地区を整備すると共に、獣害により成林が見込めない森林で
落石等の恐れが高い地区については、新たに植栽等の整備を推進する。

1-4 突発的又は広域かつ長期的な
市街地等の浸水による多数の死傷

者の発生

福祉保健部
生活環境部

商工観光労働部
農林水産部
土木建築部

企業局
教育庁

1-5 大規模な火山噴火・土砂災害
（深層崩壊）等による多数の死傷者
の発生

生活環境部
農林水産部
土木建築部

〔事前に備えるべき目標〕

（１　直接死を最大限防ぐ）
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○災害発生時の物資輸送ルートを確保するため、緊急輸送道路上にある橋
梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な調査・設計を
実施した。
また、道路法面対策については、三重弥生線などで対策を推進した。

○災害発生時の物資輸送ルートを確保するため、緊急輸送道路上にある橋
梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進する。また、道
路法面対策については、国道２１２号などで対策を推進していく。

○陸・海・空の物資輸送ルートを確実に確保するため、58河川において改修
等の実施を推進した。

○陸・海・空の物資輸送ルートを確実に確保するため、河川改修等の実施を
引き続き継続する。

○道路啓開計画に基づき、作業可能人員や保有機材などの情報を共有し、
啓開作業に必要な体制を確認した。

○道路啓開計画に基づき、緊急交通路を通行するために必要な緊急通行車
両の事前届出済証の届出手続きを復旧作業に従事する建設会社に促す。

○大分県水道ビジョンに基づき、圏域別連携推進会議において、水道施設の
耐震化等が遅れている市町村に対し、アセットマネジメントの導入及び水道料
金の見直し等による費用の確保を指導し、これらハード対策等を進めるよう促
進した。

○大分県水道ビジョンに基づき、水道施設の耐震化等が遅れている市町村に
対し、アセットマネジメントの導入及び水道料金の見直し等による費用の確保
を指導し、耐震化計画の策定や水道施設の計画的な更新等の促進を継続す
る。

○災害時における生活必需物資の不足が発生することがないよう、既協定団
体（大分県「道の駅」駅長会）と協定の再締結を実施した。

○発災時の物資供給の実効性を確保できるよう、協定締結・更新要件の見直
しを推進する。

○食料供給のための栽培施設（インフラ）の強靱化を図るため、３地区で農業
用施設の補強、保守管理の強化に向けた計画の策定及び講習会を２回実施
した。また、地方公設卸売市場（別府市）のＢＣＰ計画作成の指導及び農業団
体の県産農産物物流拠点の開設（大分港大在地区）に伴う農産物の供給体
制の強化を図った。

○食料供給のための栽培施設（インフラ）の強靱化を図るため、１地区で農業
用施設の補強及び保守管理の保守管理の啓発（ＨＰ、雑誌掲載）を推進す
る。また、災害時の物流体制及び物流拠点施設の機能強化を図るため、ＢＣ
Ｐ計画の更なる作成指導や国の補助事業を活用した施設増設による集出荷
能力等の向上を図る。

○佐賀関漁港及び松浦漁港の漁港施設並びに竹田津漁港海岸の護岸の耐
震化・耐津波化を実施した。

○耐津波化で早急な対応が求められている２漁港海岸を中心に県管理漁港
及び県管理漁港海岸の耐震化・耐津波化を継続する。

○緊急輸送道路上にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震
化工事に必要な調査・設計を実施した。また、優先啓開ルートの道路法面対
策については、三重弥生線などで対策を推進した。

○緊急輸送道路上にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震
化工事を推進する。また、優先啓開ルートの道路法面対策については、国道
２１２号などで対策を推進する。

○農道の適切な管理・保全対策を行うため、農道橋や農道トンネルの個別施
設計画を作成した。

○個別施設計画を基に、農道橋や農道トンネルの適切な管理・保全対策を推
進する。

○孤立集落発生時の早期解消を図るため、地区別実施計画に基づく訓練を
実施し、関係機関と事前に認識・共有を図った。

○孤立集落発生時の早期解消を図るため、引き続き地区別実施計画に基づ
く訓練を実施し、関係機関と事前に認識・共有を図っていく。

○孤立集落対策として、津波避難特別強化地域の３市において、ワーキング
グループを実施し、救援ポイントにおけるサイン旗の確認訓練を実施した。

○孤立集落対策として、総合防災訓練（実動）において、孤立集落等支援・救
援訓練の実施及び津波避難特別強化地域において、救援ポイントにおける備
蓄状況の確認や訓練等を実施する。

〔事前に備えるべき目標〕

2　救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

2-1 被災地での食料・飲料水・電
力・燃料等、生命に関わる物資・エ
ネルギー供給の停止

総務部
福祉保健部
生活環境部

商工観光労働部
農林水産部
土木建築部

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地
域等の同時発生

生活環境部
農林水産部
土木建築部

27



起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○広域防災拠点として、夜間にヘリコプターによる傷病者及び応援部隊を受
入れる際の移動式ヘリポート用夜間照明設備等を整備した。

○総合防災訓練（実動）等において、広域防災拠点としての機能に対応した
設備や活動に必要となる資機材及び備蓄状況の確認を実施する。

○燃料補給体制の強化を図るため、広域防災拠点である大分スポーツ公園
内の駐車場を臨時給油所を設置できるよう「大分県受援計画」に反映した。

○防災拠点運営会議において、関係機関で認識・共有を図る。

○避難者用の救助物資の備蓄については､平成25 年から29 年の5 カ年計画
で整備を進めた。また、災害時に確実に物資を搬出できるよう、物資の配置転
換を実施した。

○各種の災害に対応するために、備蓄物資の配置転換を引き続き検討・実施
する。

○消防本部において、耐震化未完了の庁舎について、建替工事及び建設計
画の検討等を実施した。

○消防本部において、耐震化未完了の庁舎について、建替工事及び建設計
画の検討等を継続する。

○警察署の耐震化率100％に向け、国東警察署建替のための用地取得及び
造成を実施した。

○国東警察署建替は、令和３年度中に完了予定のため、令和３年度中に警
察署の耐震化率は、１００％を達成予定である。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

○会議等の機会を通じて、女性消防団員や機能別消防団員の導入促進につ
いて、市町村へ積極的な働きかけを実施した。

○会議等の機会を通じて、女性消防団員や機能別消防団員の導入促進につ
いて、市町村へ積極的な働きかけを継続する。

○避難者用の救助物資の備蓄については､平成25 年から29 年の5 カ年計画
で整備を進めた。また、災害時に確実に物資を搬出できるよう、物資の配置転
換を実施した。

○各種の災害に対応するために、備蓄物資の配置転換を引き続き検討・実施
する。

○佐伯市において、帰宅困難者や負傷者の安全を確保する一時退避施設と
して、佐伯市総合運動公園内に多目的広場の整備を推進した。

○帰宅困難者や負傷者の安全を確保するため､一時退避施設として都市公
園の整備を継続する。

○災害発生時における交通インフラの機能確保のため、緊急輸送道路上に
ある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な調査・
設計を実施した。道路法面対策については、三重弥生線などで対策を推進し
た。無電柱化については、国道５００号や国道２１０号などで対策を推進した。

○災害発生時における交通インフラの機能確保のため、緊急輸送道路上に
ある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進する。道
路法面対策については、国道２１２号などで対策を推進する。無電柱化につい
ては、国道５００号や国道２１０号などで対策を推進する。

○災害発生時における交通インフラの機能確保のため、58河川において改修
等を実施した。

○災害発生時における交通インフラの機能確保のため、河川改修等を引き続
き継続する。

○（大分県地震・津波防災アクションプランを通し）市町村に対し、前年度の実
績調査を行い、達成すべき目標数値と今後の見込みについて共有した。

○市町村による施設使用協定の締結推進を支援していく。

○コンビニエンスストア及び外食チェーン店を「災害時帰宅支援ステーション」
とする協定の締結を推進する。

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等
の被災等による救助・救急活動等
の絶対的不足

福祉保健部
生活環境部
土木建築部
警察本部

2-4 想定を超える大量の帰宅困難
者の発生、混乱

福祉保健部
生活環境部
農林水産部
土木建築部

〔事前に備えるべき目標〕

（2　救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する）
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○広域的かつ大規模な災害で多くの県民が負傷した場合においても､応急処
置･輸送･治療能力等が不足することがないよう､広域的な応援体制を含めた
適切な医療機能の提供の在り方について官民が連携して検討を進めた。

○広域的かつ大規模な災害で多くの県民が負傷した場合においても､応急処
置･輸送･治療能力等が不足することがないよう､広域的な応援体制を含めた
適切な医療機能の提供の在り方について県、災害拠点病院、消防等の関係
機関が連携して検討を進める｡

○大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供する災害拠
点病院の耐震化を着実に推進する｡併せて､BCP の適宜見直しや災害に備え
た訓練の実施により､災害拠点病院の機能強化を図った。

○大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供する災害拠
点病院について、すべての耐震化が完了したが、一定期間病院機能を維持で
きるよう、引き続き、医療施設の充実・強化を図る｡併せて､BCP の適宜見直し
や災害に備えた訓練の実施により､災害拠点病院の機能強化を図る｡

○防災訓練等から課題等を整理し、災害対応マニュアル、BCPの改訂及び災
害システムの改修等を実施した。

○防災訓練等の実施・検証等から、医療継続に必要な課題等の抽出及び現
在検討している食料の備蓄等の見直し等をはじめ、計画的・継続的に課題に
取組む。

○避難者の生活環境の水準を一定程度維持するため､避難者の特性を踏ま
え､避難所の位置､収容できる人数､必要な資機材や人材の確保､並びに運営
や支援の在り方等について､官民が連携して検討を進める｡また、被害が激甚
である場合、当該市町村の避難所での対応が困難になるおそれがあることか
ら、避難所設置の体制整備を図った。

○避難者の生活環境の水準を一定程度維持するため､避難者の特性を踏ま
え､避難所の位置､収容できる人数､必要な資機材や人材の確保､並びに運営
や支援の在り方等について､官民が連携して検討を進める｡また、被害が激甚
である場合、当該市町村の避難所での対応が困難になるおそれがあることか
ら、避難所設置の体制整備を図る。

○要配慮者が安心して避難できるよう、福祉避難スペースの確保について、
市町村に対して、働きかけを実施した。

○要配慮者が安心して避難できるよう、福祉避難スペースが十分に確保でき
ていない市町村に対して重点的に働きかけを実施する。

○大規模自然災害時において被災者に対し適切な福祉支援が行えるよう､市
町村の福祉避難所の指定を推進するとともに､運営や支援の在り方､人材の
確保等について､官民が連携して検討を進めた。

○大規模自然災害時において被災者に対し適切な福祉支援が行えるよう､市
町村の福祉避難所の指定を推進するとともに､運営や支援の在り方､人材の
確保等について､官民が連携して検討を進める｡

○大分DMAT隊員養成研修を実施し、隊員の機能強化を図った。 ○大分DMAT隊員養成研修の実施、既存の隊員向けに技能維持研修の企画
及びさらなる機能強化を推進する。

佐賀関漁港及び松浦漁港の漁港施設並びに竹田津漁港海岸の護岸の耐震
化・耐津波化を実施した。

耐津波化で早急な対応が求められている２漁港海岸を中心に県管理漁港及
び県管理漁港海岸の耐震化・耐津波化を継続する。

○災害発生時における支援物資物流を確保するため、国道５００号や国道２１
０号などで無電柱化を着実に推進した。

○災害発生時における支援物資物流を確保するため、国道５００号や国道２１
０号などで無電柱化を着実に推進する。

○災害発生時における支援物資物流を確保するため、58河川において改修
等を実施した。

○災害発生時における支援物資物流を確保するため、河川改修等を引き続
き継続する。

○災害発生時におけるインフラ施設の機能確保を図るため、緊急輸送道路上
にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な調
査・設計を実施した。また道路法面対策については、三重弥生線などで対策
を推進した。

○災害発生時におけるインフラ施設の機能確保を図るため、緊急輸送道路上
にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進する。
また道路法面対策については、国道２１２号などで対策を推進する。

○一般の避難所では生活が困難な要配慮者に対する支援体制や､受入施設
となる福祉避難所とその運営体制確保を推進した。

○一般の避難所では生活が困難な要配慮者に対する支援体制や､受入施設
となる福祉避難所とその運営体制の確保の取組を強化する。

○医療･社会福祉施設について､BCP の策定等により防災･減災機能を強化
し､事業継続性を確保した。

○医療・社会福祉施設について、引き続きＢＣＰの策定等により防災・減災機
能を強化し、事業継続性を確保する。

○災害時において、医療機関における災害時の透析治療等を円滑に実施で
きるよう、今後も継続して訓練を実施するとともに、非常時に転院・搬送の判
断を迅速に行うことができるよう、災害医療コーディネーターとの連携を強化し
た。

○災害時において、医療機関における災害時の透析治療等を円滑に実施で
きるよう、今後も継続して訓練を実施するとともに、非常時に転院・搬送の判
断を迅速に行うことができるよう、災害医療コーディネーターとの連携を強化
する。

○災害時における社会福祉施設入所者の転所については、調整の主体であ
る大分県社会福祉協議会と平時からの体制を構築した。

○災害時における社会福祉施設入所者の転所については、調整の主体であ
る大分県社会福祉協議会と平時からの体制を構築する。

○要配慮者に対する支援を行う災害派遣福祉チーム（DCAT）のチーム員養
成研修及び既にチーム員として登録している者へのフォローアップ研修を実
施した。

○要配慮者に対する支援を行う災害派遣福祉チーム（DCAT）のチーム員の
養成研修及び避難所に福祉避難スペースを迅速に開設するための訓練を実
施する。

○感染症の発生･まん延を防ぐため､平時から予防接種を促進する｡また､災
害発生時に公衆衛生活動を迅速かつ的確に実施するための取組を促進し
た｡

○感染症の発生･まん延を防ぐため､平時から予防接種を促進する｡また､災
害発生時に公衆衛生活動を迅速かつ的確に実施するための取組を促進す
る｡

○被災地で地区災害対策本部保健所班が行う公衆衛生活動を支援する災害
時健康危機管理支援チーム(DHEAT)の派遣に係る体制整備･強化を行った。

○被災地で地区災害対策本部保健所班が行う公衆衛生活動を支援する災害
時健康危機管理支援チーム(DHEAT)の派遣に係る体制整備･強化を行う｡

○令和元年度には、津久見市等において公共下水道終末処理場の耐震診断
を実施するなど、下水道施設（処理場､主要な管渠等）の地震対策・耐水化を
推進した。

○被災時の公衆衛生を確保するため､下水道施設の地震対策・耐水化を継続
する。

2-5 医療・福祉施設及び関係者の
絶対的不足・被災、支援ルートの
途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能・福祉支援活動の麻痺

総務部
福祉保健部
生活環境部
農林水産部
土木建築部

病院局

2-6 被災地における疫病・感染症
等の大規模発生

福祉保健部
土木建築部

（2　救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する）

〔事前に備えるべき目標〕
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○避難所対策検討会議等を通じ、避難所運営マニュアルが未策定の市町村
に対しマニュアル策定を促すほか、自主防災組織のリーダーを対象とした避
難所運営体験訓練を実施し、避難所運営能力の向上を図った。

○市町村避難所運営マニュアルの策定と併せて、避難所単位のマニュアル
策定を推進するほか、自主防災組織のリーダーを対象とした避難所運営体験
訓練を継続し、より一層の避難所運営能力の向上を図る。

○被災地で地区災害対策本部保健所班が行う公衆衛生活動を支援する災害
時健康危機管理支援チーム(DHEAT)の派遣に係る体制整備･強化を行った。

○被災地で地区災害対策本部保健所班が行う公衆衛生活動を支援する災害
時健康危機管理支援チーム(DHEAT)の派遣に係る体制整備･強化を行う｡

○県立学校19校において、施設の老朽化対策として大規模改造工事の実施
及び13校で87基の洋式トイレを整備した。

○老朽化した学校施設において、計画的な大規模改造工事の実施及びトイレ
の洋式化を進め、避難所としての防災機能の強化を推進する。

○警察署の耐震化率100％に向け、国東警察署建替のための用地取得及び
造成を実施した。

○国東警察署建替は、令和３年度中に完了予定のため、令和３年度中に警
察署の耐震化率は、１００％を達成予定である。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

○停電による交通信号機の停止対策のため、自起動式発動発電機及び可搬
式発動発電機の計画的な整備を実施した。

○自起動式発動発電機及び可搬式発動発電機を計画的に整備し、停電によ
る信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交通事故の回避を図る。

○いかなる大規模自然災害発生時においても、必要な行政機能を維持するこ
とができるよう、大分県業務継続計画に記載する業務立ち上げ時間の短縮や
発災直後の業務レベルの維持について、見直しを行う準備を推進した。

○大規模自然災害発生時に、参集可能な職員数、優先すべき通常業務及び
その処理に必要な人員数などを所属ごとに整理し、業務継続計画の取りまと
めを推進する。

○中部保健所及び豊肥保健所の非常用電源の増設等の工事並びに由布保
健部及び南部保健所の非常用電源の増設等の設計委託を実施した。災害に
備えるため、迅速な整備が求められる。

○災害時の復旧活動の拠点となる保健所の業務継続可能な体制を確保する
ため､引き続き非常用電源の増設等を推進し、令和３年度完了予定である。

○警察署の耐震化率100％に向け、国東警察署建替のための用地取得及び
造成を実施した。

○国東警察署建替は、令和３年度中に完了予定のため、令和３年度中に警
察署の耐震化率は、１００％を達成予定である。

○周辺インフラの被災による行政機関の機能不全を防ぐため、佐賀関漁港及
び松浦漁港の漁港施設並びに竹田津漁港海岸の護岸の耐震化・耐津波化を
実施した。

○周辺インフラの被災による行政機関の機能不全を防ぐため、県管理漁港及
び県管理漁港海岸の耐震化・耐津波化等を継続する。

○周辺インフラの被災による行政機関の機能不全を防ぐため、緊急輸送道路
上にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な
調査・設計を実施した。道路法面対策については、三重弥生線などで対策を
推進した。無電柱化については、国道５００号や国道２１０号などで対策を推進
した。

○周辺インフラの被災による行政機関の機能不全を防ぐため、緊急輸送道路
上にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進す
る。道路法面対策については、国道２１２号などで対策を推進する。無電柱化
については、国道５００号や国道２１０号などで対策を推進する。

○周辺インフラの被災による行政機関の機能不全を防ぐため、58河川におい
て改修等を推進した。

○周辺インフラの被災による行政機関の機能不全を防ぐため、河川改修を引
き続き継続する。

○各部局及び地方機関に配備している衛星携帯電話を更新し利便性を向上
させるとともに、災害時における通信体制を維持するため、市町村を含め定期
的な通信・通話試験を実施した。

○災害時に最低限の災害対策本部機能を維持できるよう、衛星携帯電話の
通信・通話試験を継続する。

〔事前に備えるべき目標〕

（2　救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する）

〔事前に備えるべき目標〕

3　必要不可欠な行政機能は確保する

3-1 被災による司法機能、警察機
能の大幅な低下による治安の悪
化、社会の混乱

警察本部

3-2 行政機関の職員・施設等の被
災による機能の大幅な低下

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分
な健康管理による多数の被害者の
健康状態の悪化・死者の発生

福祉保健部
生活環境部

教育庁

総務部
福祉保健部
生活環境部

商工観光労働部
農林水産部
土木建築部
警察本部
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○豊の国ハイパーネットワークの強靱化として、別府市内で別府土木事務所
が整備する電線共同溝を活用して、ケーブルの地中化を図った。また、通信
品質維持のための伝送試験を実施した。

○豊の国ハイパーネットワークの強靱化として、国土交通省の情報BOX、自
治体及び民間事業者の管路を積極的に活用し、ケーブルの地中化を推進し、
バックアップ回線と本回線の異ルート化や老朽化した設備を計画的に更改す
る。

○電力等の長期供給停止を発生させないように､佐賀関漁港及び松浦漁港の
漁港施設並びに竹田津漁港海岸の護岸の耐震化・耐津波化等を実施した。

○電力等の長期供給停止を発生させないように、県管理漁港及び県管理漁
港海岸の耐震化・耐津波化等を推進する。

○電力等の長期供給停止を発生させないように、道路の無電柱化を国道５０
０号や国道２１０号などで実施し、対策を推進した。

○電力等の長期供給停止を発生させないように、道路の無電柱化を国道５０
０号や国道２１０号などで実施し、対策を推進する。

○電力等の長期供給停止を発生させないように､58河川において改修を実施
した。

○電力等の長期供給停止を発生させないように、河川改修を引き続き推進す
る。

○警察の情報通信システム基盤について、耐災害性の向上を図るため、発動
発電機等の計画的な更新を実施した。

○警察の情報通信システム基盤について、耐災害性の向上を図るため、発動
発電機等の計画的な更新を継続する。

○携帯電話の不感地域の解消を図るため、キャリア及び市町村へ働きかけた
結果、移動通信用鉄塔施設整備事業として、玖珠町（八幡坂登鳥屋地区）に
対して助成交付を決定し、不感地域の解消を図った。

○移動通信用鉄塔施設整備事業に要する経費の一部を助成し、携帯電話の
不感地域の解消を継続して図る。

○災害情報共有システム（Lアラート）を活用した災害情報の提供のため、各
市町村を沿岸部と山間部の２ブロックに分けて、「情報収集・伝達訓練及びＬ
アラート全国合同訓練」を実施し、避難情報発令の対応力向上を図った。

○災害情報共有システム（Lアラート）を活用した災害情報の提供のため、「情
報収集・伝達訓練及びＬアラート全国合同訓練」について、昨年度出水期から
運用を開始した、「警戒レベルを付した避難情報の発令」に力点を置いた内容
で実施する。

○Jアラートによる国からの情報を住民に迅速かつ遺漏なく伝達できるよう、市
町村に対し年間４回の全国一斉情報伝達試験、年２回の緊急地震速報訓練
への参加及び適切な対応の徹底を図った。また、防災行政無線や防災情報
を伝達するためのシステムの拡充や更新を検討している市町村への情報提
供、技術的アドバイスを実施した。併せて、県防災センターの高度化を図ると
ともに、県防災行政無線の維持管理を実施した。

○市町村に対し、Jアラートの全国一斉情報伝達試験等への参加、試験結果
の検証及び発生した課題への適切な対応を働きかける。また、防災行政無線
や防災情報を伝達するためのシステムの拡充、更新を検討している市町村へ
の情報提供及び技術的アドバイスを継続する。併せて、県防災行政無線の維
持管理を継続する。

○おおいた防災アプリ投稿機能を活用し、身の周りの災害情報を投稿する防
災モニター制度を開始し、654人（日本人535人、外国人117人）の防災モニ
ターが登録を実施した。

○防災モニターの登録、災害時のモニターによる投稿を呼びかけ及び災害時
における早期の避難行動等を推進する。

○通信インフラ等が被害を受けないよう治水対策･土砂災害対策等を推進し
た｡

○通信インフラ等が被害を受けないよう治水対策･土砂災害対策等を継続す
る。

○大規模災害時には、多言語情報センターを設置し、県内在留外国人向け
に、英語・中国語・韓国語・やさしい日本語で、SNS等で情報発信をする体制
を構築した。また、災害時に15言語で災害情報を発信する「おおいた防災アプ
リ」の周知、当アプリを活用して多言語で身の周りの災害情報をリアルタイム
で発信する「外国人防災モニター」制度の周知及び外国人モニターを対象に
県内市町村で研修を実施し、１つのツールに限らず、多言語で情報発信する
体制の整備を実施した。

○県内在留外国人やその関係者などへの「おおいた防災アプリ」の周知、県
内各市町村や日本語教室等を通じた外国人防災モニター制度の周知及び登
録の促進する。

○大規模自然災害発生時にサプライチェーンを確保するためには企業毎の
BCP 策定に加え､企業が連携したBCP の策定への取組が必要であるため、
先進視察等を実施した。

○大規模自然災害発生時にサプライチェーンを確保するためには企業毎の
BCP 策定に加え､企業が連携したBCP の策定への取組が必要であるが､例
えば､石油化学業界における産業保安のための施策の実施計画の策定の開
始など､その取組は緒に就いたばかりであるので､関係機関及び民間も含めて
幅広く連携し､効率的に進める｡

○中小企業のBCP策定を促進するため、東京海上日動火災保険株式会社及
び商工団体と連携協定を締結し、セミナーにおいて、BCP策定企業による講
演等を行い、参加者の意識啓発を図った。また、500社訪問を通じて潜在的な
支援対象の掘り起こしを実施した。

○セミナー開催等により、企業へのBCP策定の意識啓発を行い、潜在的な支
援対象の掘り起こし及び策定支援に繋げる取組を継続する。

○物流の拠点となる重要港湾5 港(中津港､別府港､大分港､津久見港､佐伯
港)について､早期復旧のみならず､被災時の最低限の港湾機能(ハード･ソフ
ト)の維持を定めた港湾BCP の訓練を実施した。

○物流の拠点となる重要港湾５港（津港､別府港､大分港､津久見港､佐伯港）
の迅速な航路啓開を図るため､早期復旧のみならず､被災時の最低限の港湾
機能（ハード･ソフト）の維持を定めた港湾BCPの充実化を図る。

○道路啓開を迅速に実施する上で必要な体制確立のため、作業可能人員や
保有機材などの情報を道路管理者と関係行政機関で共有し、啓開作業に必
要な体制を確認した。

○道路啓開計画に基づき、緊急交通路を通行するために必要な緊急通行車
両の事前届出済証の届出手続きを復旧作業に従事する建設会社に促す。

○佐賀関漁港及び松浦漁港の漁港施設及び竹田津漁港海岸の護岸の耐震
化・耐津波化を実施した。

○耐津波化で早急な対応が求められている２漁港海岸を中心に県管理漁港
及び県管理漁港海岸の耐震化・耐津波化を継続する。

○58河川において改修等を実施し、洪水や台風等の災害による浸水被害の
防止・軽減を図った。

○河川改修等を継続し、洪水や台風等の災害による浸水被害の防止・軽減を
引き続き推進する。

〔事前に備えるべき目標〕

4　必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する

4-1 防災・災害対応に必要な通信
インフラの麻痺・機能停止

生活環境部
商工観光労働部

農林水産部
土木建築部
警察本部

4-2 災害時に活用する情報サービ
スが機能停止し、情報の収集・伝
達ができず、 避難行動や救助・支
援が遅れる事態

企画振興部
福祉保健部
生活環境部
土木建築部
警察本部

〔事前に備えるべき目標〕

5　経済活動を機能不全に陥らせない

5-1 サプライチェーンの寸断等によ
る企業の生産力低下による競争力
の低下

商工観光労働部
農林水産部
土木建築部
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○災害発生時の燃料供給ルートを確保するため、緊急輸送道路上にある橋
梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な調査・設計を
実施した。

○災害発生時の燃料供給ルートを確保するため、緊急輸送道路上にある橋
梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進する。

○災害発生時の燃料供給ルートを確保するため、58河川において改修等を
実施した。

○災害発生時の燃料供給ルートを確保するため、河川改修等の実施を引き
続き継続する。

○エネルギー産業を県経済を牽引する産業へ育てるため、「大分県エネル
ギー産業企業会」を中心に、研究開発、人材育成及び販路開拓の取組を実施
した。また、大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図り、国の
事業を活用し、施設の耐震化等の取組を推進した。

○県内での再生可能エネルギーの導入促進のため、大分県エネルギー産業
企業会を中心に研究開発等の取組を継続する。 また、大分コンビナート企業
協議会を通じて企業間の連携を図り、国の事業を活用し、施設の耐震化等の
取組を継続する。

○大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会の各事業所での地震・
津波想定避難訓練及び大分県地区石油コンビナート等防災本部主催による
大分地区石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練を実施した。

○防災週間に大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会の各事業所
での地震・津波想定避難訓練及び大分県地区石油コンビナート等防災本部
主催による大分地区石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練を実施
する。

○大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図り、協議会の活動
を通じた強靱化と競争力強化についての勉強会の実施及び国施策の情報共
有等を図り、国の事業を活用し、施設の耐震化等の取組を推進した。

○大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図り、協議会の活動
を通じた強靱化と競争力強化についての勉強会の実施、企業が連携したBCP
の策定及び国施策の情報共有等を図り､国の事業を活用し、施設の耐震化等
の取組を継続する。

○コンビナートに係る護岸や堤防等の強化等の地震･津波対策を推進した。 ○コンビナートに係る民間保有を含む護岸や堤防等の強化等の地震･津波対
策を着実に進めていく。

○大分港の港湾BCPの訓練を実施した。 ○大分港の港湾BCPの充実化を図る。

○東九州新幹線の「基本計画路線」から「整備計画路線」への格上げを目指
し、県民の機運上昇に向けた広報活動や国への要望を行った。

○東九州新幹線の「基本計画路線」から「整備計画路線」への格上げを目指
し、県民の機運上昇に向けた広報活動や国への要望を継続する。

○東九州自動車道「宇佐IC～院内IC間」、「大分宮河内IC～津久見ICの一部
区間」及び中九州横断道路「竹田～阿蘇間」が新規事業化された。併せて、中
津日田道路「三光本耶馬渓道路」の整備促進、中津日田道路「耶馬溪道路」
及び「日田山国道路」の整備支援について国への要望活動を実施した。

○東九州自動車道の４車線化に向けて、NEXCO西日本との連携強化にむけ
た取組の推進及び中津日田道路のうち耶馬溪道路では令和２年度の開通に
向け整備を推進する。

○緊急輸送道路上にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震
化工事に必要な調査・設計を実施した。優先啓開ルートの道路法面対策につ
いては、三重弥生線などで対策を推進した。無電柱化については、国道５００
号や国道２１０号などで対策を推進した。

○緊急輸送道路上にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震
化工事を推進する。優先啓開ルートの道路法面対策については、国道２１２号
などで対策を推進する。無電柱化については、国道５００号や国道２１０号など
で対策を推進する。

○物流の拠点となる重要港湾5 港(中津港､別府港､大分港､津久見港､佐伯
港)の迅速な航路啓開を図るため､早期復旧のみならず､被災時の最低限の港
湾機能(ハード･ソフト)の維持を定めた港湾BCPの訓練を実施した。

○物流の拠点となる重要港湾５港（津港､別府港､大分港､津久見港､佐伯港）
の迅速な航路啓開を図るため､早期復旧のみならず､被災時の最低限の港湾
機能（ハード･ソフト）の維持を定めた港湾BCPの充実化を図る。

○佐賀関漁港及び松浦漁港の漁港施設及び竹田津漁港海岸の護岸の耐震
化・耐津波化を実施した。

○耐津波化で早急な対応が求められている２漁港海岸を中心に県管理漁港
及び県管理漁港海岸の耐震化・耐津波化を継続する。

○道路啓開を迅速に実施するため、58河川において改修等を実施することに
より、洪水や台風等の災害による浸水被害の防止・軽減を図った。

○道路啓開を迅速に実施するため、河川改修等を実施することにより、洪水
や台風等の災害による浸水被害の防止・軽減を引き続き推進する。

○道路啓開を迅速に実施するため、地区別実施計画に基づく訓練を実施し、
関係機関と事前に認識・共有を図った。

○道路啓開を迅速に実施するため、引き続き地区別実施計画に基づく訓練を
実施し、関係機関と事前に認識・共有を図っていく。

5-4 広域交通ネットワークが分断
する等、基幹的陸上海上交通ネッ
トワークの機能停止による物流・人
流への甚大な影響

企画振興部
農林水産部
土木建築部

〔事前に備えるべき目標〕

（5　経済活動を機能不全に陥らせない）

5-2 エネルギー供給の停止によ
る、社会経済活動・サプライチェー
ンの維持への甚大な影響

商工観光労働部
農林水産部
土木建築部

5-3 コンビナート・重要な産業施設
の損壊、火災、爆発等

生活環境部
商工観光労働部

土木建築部
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○大規模自然災害の発生時を想定した、食料等の供給・確保に関して、供給
元である栽培施設の補強、保守管理の強化に向けた計画の策定及び講習会
を実施した。

○大規模自然災害の発生時を想定した、食料等の供給・確保に関して、供給
元である栽培施設の補強及び保守管理の強化を継続する。

○民間団体との連携協定のもと、災害応急時に食料や飲料の提供が円滑に
受けられるよう、連絡先リストを確認した。

○大規模災害時に関係団体と連絡不通となった場合を想定した対応の検討
を推進する。

○災害発生時の水産業の継続･早期再開の観点から､県管理拠点漁港（佐賀
関漁港及び松浦漁港）にて護岸の耐震化・耐津波化を実施した。

○災害発生時の水産業の継続･早期再開の観点から､県管理拠点漁港にお
ける耐震･耐津波の機能診断に基づき、必要となる対策工事に順次着手す
る。

○農業水利施設の計画的な施設の更新や長寿命化対策を行うため、機能保
全計画を策定した。

○機能保全計画を基に、農業水利施設の更新や長寿命化対策を強化し、対
策工事を実施する。

○災害発生時におけるインフラ施設の機能確保を図るため、緊急輸送道路上
にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な調
査・設計を実施した。道路法面対策については、三重弥生線などで対策を推
進した。

○災害発生時におけるインフラ施設の機能確保を図るため、緊急輸送道路上
にある橋梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進する。
道路法面対策については、国道２１２号などで対策を推進する。

○農道の適切な管理・保全対策を行うため、農道橋や農道トンネルの個別施
設計画を作成した。

○個別施設計画を基に農道橋や農道トンネルの適切な管理・保全対策を推
進する。

○迅速な復旧復興や円滑な防災・減災事業実施のため、市町村と連携し、地
籍調査を実施した。

○迅速な復旧復興や大規模災害への備えとして、引き続き、市町村と連携
し、地籍調査を強化する。

○大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図り、国の事業を活
用し、施設の耐震化等の取組を推進した。

○大分コンビナート企業協議会を通じて企業間の連携を図り、国の事業を活
用し、施設の耐震化等の取組を継続する。

○非常時の迅速な石油の海上輸送経路啓開に向けて､大分港の港湾BCPの
訓練を実施した。

○非常時の迅速な石油の海上輸送経路啓開に向けて､大分港の港湾BCPの
充実を図る。

○コンビナートに係る護岸や堤防等の強化等の地震･津波対策を推進した｡ ○コンビナートに係る民間保有を含む護岸や堤防等の強化等の地震･津波対
策を着実に進めていく。

○被災により影響が大きいと考えられる設備の水路工作物耐震照査を芹川
第一PS及び花合野川PSの設備にて実施した。

○水路工作物耐震照査を芹川第二PS、別府PS及び阿蘇野川PSの設備で実
施し、耐震工事については、今後RN工事の予定と併せて補強工事を検討す
る。

○大分県水道ビジョンに基づき、圏域別連携推進会議において、水道施設の
耐震化等が遅れている市町村に対し、アセットマネジメントの導入及び水道料
金の見直し等による費用の確保を指導し、これらのハード対策等を進めるよう
促進した。

○大分県水道ビジョンに基づき、水道施設の耐震化等が遅れている市町村に
対し、アセットマネジメントの導入及び水道料金の見直し等による費用の確保
を指導し、耐震化計画の策定や水道施設の計画的な更新等を進めるよう促
進する。

○工業用水道事業に係る構築物の耐震化工事として、判田取水場沈砂池耐
震化工事(№３)、大津留浄水場余水池耐震化工事（１/２）を実施した。

○工業用水道事業に係る構築物の耐震化工事の取組を継続する。

○隧道を相互に補完する給水ネットワークを活用した隧道点検として、送水隧
道（片野・池の上線）の点検を実施した。

○給水ネットワークを活用し、導水隧道（片野・尾崎線）及び送水隧道（判田・
小池原線）の点検を実施し、計画的な補修を推進する。

○令和元年度には、津久見市等において公共下水道終末処理場の耐震診断
を実施するなど、下水道施設（処理場､主要な管渠等）の地震対策・耐水化を
推進した。

○下水道施設(処理場､主要な管渠等)の地震対策・耐水化を推進し､被災時
の公衆衛生の確保を継続する。

○令和元年度には、佐伯市等において、農業集落排水施設の老朽化対策と
して改築工事を推進した｡

○農業集落排水施設の老朽化に対する機能診断を速やかに実施し､これに
基づく老朽化対策､耐震化を着実に推進する。

○浄化槽について､老朽化した単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄
化槽への転換を促進した｡

○浄化槽について､老朽化した単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄
化槽への転換の促進する｡

6-3 汚水処理施設等の長期間に
わたる機能停止

生活環境部
土木建築部

〔事前に備えるべき目標〕

6　ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

6-1 電力供給ネットワーク（発変電
所、送配電設備）や都市ガス供給、
石油・ＬＰガスサプライチェーン等の
長期間にわたる機能の停止

生活環境部
商工観光労働部

土木建築部
企業局

6-2 上水道等の長期間にわたる供
給停止

生活環境部
企業局

5-5 食料等の安定供給の停滞
商工観光労働部

農林水産部
土木建築部

（5　経済活動を機能不全に陥らせない）

〔事前に備えるべき目標〕
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○災害発生時における輸送ルートを確保するため、58河川において改修等を
実施し、洪水や台風等の災害による浸水被害の防止・軽減を図った。

○災害発生時における輸送ルートを確保するため、河川改修等を実施し、洪
水や台風等の災害による浸水被害の防止・軽減を継続する。

○１日あたり乗降者数が１万人を超え、通勤・通学及び観光における主要拠
点駅である別府駅について、柱の耐震化を推進した。

○災害時における利用者の安全性の向上を高めるため、別府駅の柱の耐震
化を継続する。

○農村・山間地域の活性化や迂回路など防災・減災対策としての農道及び林
道の整備を推進した。

○農産物流通の合理化、地域間交流及び生活環境の改善を図るため、農道
及び林道の整備を継続する。

○農道の適切な管理・保全対策を行うため、農道橋や農道トンネルの個別施
設計画を作成した。

○個別施設計画を基に農道橋や農道トンネルの適切な管理・保全対策を推
進する。

○大分空港道路の４車線化や大泊浜徳浦線深江工区などの供用開始によ
り、交通ネットワークの強化を推進した。

○国道212号響峠バイパスや高崎大分線御幸工区等、国・県道の整備を推進
する。

○災害発生時における輸送ルートを確保するため、緊急輸送道路上にある橋
梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事に必要な調査・設計を
実施した。優先啓開ルートの道路法面対策については、三重弥生線などで対
策を推進した。

○災害発生時における輸送ルートを確保するため、緊急輸送道路上にある橋
梁において、大分空港道路の草場橋などで耐震化工事を推進する。優先啓
開ルートの道路法面対策等については、国道２１２号などで対策を推進する。

○物流の拠点となる重要港湾5 港(中津港､別府港､大分港､津久見港､佐伯
港)の迅速な航路啓開を図るため､早期復旧のみならず､被災時の最低限の港
湾機能(ハード･ソフト)の維持を定めた港湾BCPの訓練を実施した。

○物流の拠点となる重要港湾５港（津港､別府港､大分港､津久見港､佐伯港）
の迅速な航路啓開を図るため､早期復旧のみならず､被災時の最低限の港湾
機能（ハード･ソフト）の維持を定めた港湾BCPの充実を図る。

○迅速な復旧復興や円滑な防災・減災事業実施のため、市町村と連携し、地
籍調査を実施した。

○迅速な復旧復興や大規模災害への備えとして、引き続き、市町村と連携
し、地籍調査を強化する。

○海岸保全施設（竹田津漁港海岸等）の整備、海岸堤防、河川堤防､河川管
理施設及び海岸保全施設の津波対策、地震･液状化対策を検討を推進した。

○海岸保全施設の整備、海岸堤防、河川堤防､河川管理施設及び海岸保全
施設の津波対策、地震･液状化対策を検討を引き続き継続する。

○既存ダムの治水機能強化や河川監視カメラの整備など、ハード整備とソフト
対策が一体となった減災体制の確立及び自助･共助･公助がバランス良く機能
した減災対策を推進した｡

○既存ダムの治水機能強化や防災情報の提供など、ハード整備とソフト対策
が一体となった減災体制の確立及び自助･共助･公助がバランス良く機能した
減災対策を引き続き推進する。

○河川改修や河床掘削･ダム建設などの施設整備は､既存施設の有効活用
などによるコスト縮減及び投資効果の高い箇所への重点化･集中化により、浸
水被害の防止・軽減を行った｡

○河川改修や河床掘削･ダム建設などの施設整備については､、県内の要対
策箇所を勘案し、残っている既存施設を有効活用するなどコスト縮減を図りな
がら､投資効果の高い箇所に重点的･集中的に行う｡

○16地区において過去に浸水被害が発生した地域の河川改修を完了させ､
排水機場や管渠等の排水施設の整備並びに河川施設及びダムが機能停止
に陥らないための対策等を推進した｡

○河川の浸水被害の解消及び軽減､排水機場や管渠等の排水施設の整備
並びに河川施設及びダムが機能停止に陥らないための対策を引き続き推進
する｡

○最新の雨量統計の解析結果を踏まえ､５河川において治水ダム整備や堤
防補強を含む河川改修等の抜本的な治水対策を推進した｡

○近年の激甚化する豪雨に備え、最新の雨量統計の解析結果を踏まえ､治
水ダム整備や堤防補強を含む河川改修等の抜本的な治水対策に向けた取り
組みを引き続き推進する。

○消防職員の訓練を実技重視へ転換する取組を実施し、充実強化を図った。 ○消防職員の訓練を実技重視へ転換する取組を引き続き実施し、消防職員
の実災害対応能力の向上を推進する。

○会議等の機会を通じて、女性消防団員や機能別団員の導入促進につい
て、市町村へ積極的な働きかけを実施した。

○会議等の機会を通じて、女性消防団員や機能別団員の導入促進につい
て、市町村へ積極的な働きかけを継続し、地域防災力の要である消防団員の
確保を図る。

○大規模地震災害など過酷な災害現場での救助活動能力を高めるため､警
察､消防等の体制･装備資機材や訓練環境等の更なる充実強化･整備を図る
とともに､通信基盤･施設の堅牢化･高度化等を推進する｡また､消防団､自主
防災組織の充実強化､災害派遣医療チーム(DMAT)の養成等､ハード･ソフト対
策を組み合わせて横断的取組を進めた｡

○大規模地震災害など過酷な災害現場での救助活動能力を高めるため､警
察､消防等の体制･装備資機材や訓練環境等の更なる充実強化･整備を図る
とともに､通信基盤･施設の堅牢化･高度化等を推進する｡また､消防団､自主
防災組織の充実強化､災害派遣医療チーム(DMAT)の養成等､ハード･ソフト対
策を組み合わせて横断的取組を進める｡

○防災拠点へのアクセス強化のため､都市の骨格となる庄の原佐野線（下郡
工区）等、県内の街路の整備を実施した。

○庄の原佐野線（下郡工区）等、都市の骨格となる街路等の整備により、防災
拠点へのアクセス強化を図る。

○避難場所として佐伯市総合運動公園内に多目的広場の整備を実施した。 ○避難場所となる都市公園の計画的な整備・更新･補修を継続する。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

6-5 防災施設の長期間にわたる機
能不全

生活環境部
商工観光労働部

農林水産部
土木建築部

企業局

〔事前に備えるべき目標〕

7　制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

7-1 地震に伴う市街地の大規模火
災の発生による多数の死傷者の発
生

福祉保健部
生活環境部
土木建築部
警察本部

6-4 基幹的交通から地域交通網ま
で、陸海空の交通インフラの長期
間にわたる機能停止

企画振興部
農林水産部
土木建築部

6　ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

〔事前に備えるべき目標〕
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会の各事業所での地震・
津波想定避難訓練及び大分県地区石油コンビナート等防災本部主催による
大分地区石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練を実施した。

○防災週間に大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会の各事業所
での地震・津波想定避難訓練及び大分県地区石油コンビナート等防災本部
主催による大分地区石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練を実施
する。

○地震や津波による被害を最小化するため、「大分コンビナート企業協議会」
を通じた企業間の連携を図り、国の事業を活用して屋外貯蔵タンクの耐震化
を図った。

○地震や津波による被害を最小化するため、「大分コンビナート企業協議会」
を通じた企業間の連携を図り、国の事業を活用して屋外貯蔵タンクの耐震化
を促進する。

○国･県･民間が連携しコンビナートに係る護岸や堤防等の強化等の地震･津
波対策を着実に推進した。

○国･県･民間が連携しコンビナートに係る護岸や堤防等の強化等の地震･津
波対策を着実に推進する。

○海岸保全施設の整備（竹田津漁港海岸等）、海岸堤防、河川堤防､河川管
理施設及び海岸保全施設の津波対策、地震･液状化対策を検討を推進した。

○海岸保全施設の整備、海岸堤防、河川堤防､河川管理施設及び海岸保全
施設の津波対策、地震･液状化対策を検討を引き続き継続する。

○大規模津波によりコンテナ､自動車､船舶､石油タンク等が流出し二次災害を
発生させないため､漂流物防止対策及び船舶の適正管理を推進した｡

○大規模津波によりコンテナ､自動車､船舶､石油タンク等が流出し二次災害を
発生させないため､漂流物防止対策及び船舶の適正管理を継続する｡

○災害発生時の水産業の継続･早期再開の観点から､県管理拠点漁港（竹田
津漁港海岸）の護岸の耐震化・耐津波化を実施した。

○災害発生時の水産業の継続･早期再開の観点から､耐津波化で早急な対
応が求められている２漁港海岸を中心に県管理拠点漁港の護岸の耐震化・
耐津波化を継続する。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

○県下８４河川の浸水想定区域図の作成･公表などの取組及び大分市等に
おいて、市町村･地域住民と連携したハザードマップ作成等の防災情報の発
信強化を推進した｡

○実効性のある避難行動を促すため、浸水想定区域図の作成･公表などの
取組及び市町村･地域住民と連携したハザードマップ作成等の防災情報の発
信強化を引き続き推進する｡

○住宅･建築物は､県民の耐震化の必要性に対する認識不足、耐震診断･耐
震改修の経済的負担が大きいことから、啓発活動及び補助制度による支援な
どに取り組んだ｡

○取組の結果、県民の住宅・建築物耐震化への関心の低さや、耐震診断、耐
震改修の経済的負担が大きいという課題が残る。さらなる住宅・建築物の耐
震化に向けて、啓発活動を強化し、補助制度による支援を継続して取り組む。

○災害時に必要となる被災宅地危険度判定士確保のための講習会を実施し
た。

○復興を支える人材確保のため、継続して講習会を実施し、被災宅地危険度
判定士確保を図る。

○停電による交通信号機の停止対策のため、自起動式発動発電機及び可搬
式発動発電機の計画的な整備を実施した。

○自起動式発動発電機及び可搬式発動発電機を計画的に整備し、停電によ
る信号機の停止が原因で発生する交通渋滞及び交通事故の回避を図る。

○大規模地震や台風・豪雨等による決壊等を防ぎ国土保全を図るため、ため
池改修を実施した。

○今後も堤体の調査を行い、廃止を含めたハード対策を推進する。

○市町村･地域住民と連携し､ハザードマップ作成などのソフト対策とハード対
策を適切に組み合わせた対策を推進した。

○市町村･地域住民と連携し､ハザードマップ作成などのソフト対策とハード対
策を適切に組み合わせた対策を引き続き継続する。

○有害物質の大規模拡散・流出等を防止するため、農業用施設の補強、保
守管理の強化に向けた計画の策定及び講習会を実施した。

○有害物質の大規模拡散・流出等を防止するため、農業用施設の補強及び
保守管理の強化を継続する。

○大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会の各事業所での地震・
津波想定避難訓練及び大分県地区石油コンビナート等防災本部主催による
大分地区石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練を実施した。

○防災週間に大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会の各事業所
での地震・津波想定避難訓練及び大分県地区石油コンビナート等防災本部
主催による大分地区石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練を実施
する。

○大分コンビナート企業協議会を通じて、企業間の連携を図り、国の事業を活
用した施設の耐震化等の取組を推進するとともに、老朽化した休廃止鉱山の
抗廃水処理施設の修繕等を計画的に実施した。

○大分コンビナート企業協議会を通じて、企業間の連携を図り、国の事業を活
用した施設耐震化に努めるとともに、老朽化した休廃止鉱山の抗廃水処理施
設の修繕等を計画的に推進する。

○近隣の原子力発電所の原子力災害が発生した場合に備え、愛媛県と連携
した原子力防災訓練を実施した。

○愛媛県と連携した原子力防災訓練の実施及び避難者受入れ訓練未実施
の市町村における訓練を検討する。

7-4 ため池、防災インフラ、天然ダ
ム等の損壊・機能不全や堆積した
土砂、火山噴出物の流出による多
数の死傷者の発生

農林水産部
土木建築部

7-5 有害物質の大規模拡散・流出
による被害の拡大

生活環境部
商工観光労働部

農林水産部

7-2 海上・臨海部の広域複合災害
の発生

生活環境部
商工観光労働部

農林水産部
土木建築部
警察本部

7-3 沿線・沿道の建物倒壊に伴う
閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う
陥没による交通麻痺

土木建築部
警察本部

〔事前に備えるべき目標〕

（7　制御不能な複合災害・二次災害を発生させない）
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地域共同で行う
農業の多面的機能を支える活動及び地域資源の質的向上を図る活動を支援
した。大規模地震や台風・豪雨等による決壊等を防ぎ国土保全を図るため、
ため池改修を実施した。

○地域共同で行う農業の多面的機能を支える活動及び地域資源の質的向上
を図る活動の支援を推進する。今後も堤体の調査を行い、廃止を含めたハー
ド対策を推進する。

○伐採跡地の荒廃地化を防ぐための再造林の推進及び山地災害危険地区
について、治山施設等による整備を実施した。また、治水･治山施設の整備等
の防災減災対策をハード･ソフトを組み合わせて推進した。

○再造林の作業の省労力化及び低コスト化を行い、安定的な苗木の供給体
制の推進を図る。山地災害危険地区においては、治山施設等による整備率
が約32％と低い状況であることから、引き続き効率的・効果的な施設等の整
備を推進する。

○治水･治山施設の整備等の防災減災対策をハード･ソフトを組み合わせて
推進した。

○治水･治山施設の整備等の防災減災対策をハード･ソフトを組み合わせて
推進する。

○山間地等における避難路や代替輸送路の確保を図るとともに、森林が有す
る国土保全機能の適切な発揮に資するため、林道等の整備を実施した。

○山間地等における避難路の確保や森林整備は進んでいるが、依然として
道路未整備森林は多く、一層のアクセス改善が必要であるため林道等の整備
を推進する。

○県が策定した災害廃棄物処理モデルマニュアルを参考として、各市町村の
実情に応じた住民用集積所及び仮置場の候補地、設置準備及び広報・運営
方法について検討し、各市町村毎の災害廃棄物処理マニュアル策定を推進し
た。

○災害廃棄物処理マニュアル未策定の自治体にあっては、策定を支援し、策
定済みの自治体にあっては、仮置場候補地等の見直しを随時行う。

○最新の被害想定等に基づき､災害廃棄物処理計画の見直しを進めるととも
に､訓練や研修等を通じた人材育成を図った。

○最新の被害想定等に基づき､災害廃棄物処理計画の見直しを進めるととも
に､訓練や研修等を通じた人材育成を継続して図る｡

○道路啓開を迅速に実施する上で必要な体制確立のため、作業可能人員や
保有機材などの情報を道路管理者と関係行政機関で共有し、啓開作業に必
要な体制を確認した。

○道路啓開計画に基づき、緊急交通路を通行するために必要な緊急通行車
両の事前届出済証の届出手続きを復旧作業に従事する建設会社に促す。

○建設業者における担い手の確保を図るため、建設労働者のＵＩＪターン促
進、若手就業者の資格取得支援、就労環境の改善支援及び建設産業の魅力
発信などを実施した。今後も、担い手確保に向けた取り組みの継続、強化が
必要である。

○建設労働者のＵＩＪターン促進、若手就業者の資格取得支援、就労環境の
改善支援、建設産業の魅力発信等の実施に加え、建設産業における女性の
活躍を推進するため、啓発セミナーやスキルアップセミナー等を実施する。

○｢九州･山口９県災害時応援協定｣に基づき合同訓練を行い広域応援体制
の認識・共有を図った。

○｢九州･山口９県災害時応援協定｣に基づき合同訓練を行い広域応援体制
の認識・共有を図る取組を継続する。

○最新の被害想定等に基づき、大分県災害廃棄物処理計画の改定を行っ
た。また、人材育成として、市町村職員及び災害時応援協定締結団体員を対
象とした災害廃棄物処理研修会を開催した。

○最新の被害想定等に基づき、市町村災害廃棄物処理計画の策定及び見直
しを推進する。また、人材育成として、市町村職員及び災害時応援協定締結
団体員を対象とした災害廃棄物処理研修会を継続して開催する。

○被災宅地危険度判定士確保のため、講習会を実施した。 ○復興を支える人材確保のため、継続して講習会を実施し、被災宅地危険度
判定士の確保を図る。

○被災者台帳システムの市町村向け操作研修会を実施し、システムの運用
を開始した。

○被災者台帳システムの市町村向け操作研修会を制度改正等に対応しつ
つ、継続して実施する。

○自主防災組織の結成促進として防災アドバイザーの派遣及び自主防災活
動等の指導・助言、自主防災組織の活動促進として専門チームの派遣を実施
し、コミュニティ力の構築及び継続性のある自主的な訓練実施の促進を図っ
た。また、市町村と連携し、防災士養成研修及びスキルアップ研修等を実施
し、地域防災力の向上を図った。

○自主防災組織の活動や防災士の養成を促進するため、各種研修、防災訓
練等の企画及び避難所の運営など、地域の防災活動をコーディネートする防
災士の育成を推進する。

○災害現場に即した訓練、九州管区内合同訓練及び県内合同訓練等の実施
並びに災害用装備資機材の計画的な整備を推進した。

○災害用装備資機材の計画的な整備及び各種訓練等により、災害対応能力
の向上を推進する。

○積極的な取組推進の結果、県下のネットワーク・コミュニティ構成集落数が
100地域1,599集落へと拡大した。また、小学校区等の複数集落を範囲とした
地域コミュニティ組織では、各種行事や高齢者の見守り及び防災訓練・研修
等、生活課題を解決するための様々な取組が実施された。

○地域コミュニティ組織の設立・運営に係る専門家の活用及び事業の要件緩
和を通じて、ネットワーク・コミュニティの構築を推進する。

○農作物に関する正しい情報を共有・発信するため、関係団体と連携を図っ
た。

○農作物に関する正しい情報を共有・発信するため、関係団体と情報共有の
場を設定し、連携を図る。

（7　制御不能な複合災害・二次災害を発生させない）

〔事前に備えるべき目標〕

7-6 農地・森林等の荒廃による被
害の拡大

農林水産部
土木建築部

〔事前に備えるべき目標〕

8　社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

8-1 大量に発生する災害廃棄物の
処理の停滞により復興が大幅に遅
れる事態

生活環境部

8-2 復興を支える人材等（専門家、
コーディネーター、労働者、地域に
精通した技術者等）の不足、より良
い復興に向けたビジョンの欠如等
により復興できなくなる事態

総務部
生活環境部
土木建築部

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安
の悪化等により復旧・復興が大幅
に遅れる事態

企画振興部
生活環境部

商工観光労働部
農林水産部
警察本部
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起きてはならない
最悪の事態

（リスクシナリオ）
前年度（令和元年度）の主な取組 今後の取組 所管部局

○16地区において過去に浸水被害が発生した地域の河川改修を完了させ､
排水機場や管渠等の排水施設の整備及び109箇所において河川内樹木伐採
や河床掘削等の対策を推進した。

○河川の浸水被害の解消及び軽減､排水機場や管渠等の排水施設の整備
及び河川内樹木伐採や河床掘削などを効率的に組み合わせながら、引き続
き対策を推進する｡

○海岸保全施設（竹田津漁港海岸等）の整備、海岸堤防、河川堤防､河川管
理施設及び海岸保全施設の津波対策、地震･液状化対策について検討を推
進した｡

○海岸保全施設の整備、海岸堤防、河川堤防､河川管理施設及び海岸保全
施設の津波対策、地震･液状化対策を検討を引き続き継続する。

○市町村･地域住民と連携したハザードマップ作成等の防災情報の発信強化
を進め､県内の市町村や地域が一体となった対策を推進した｡また、令和元年
度には、中津市において内水ハザードマップの公表を行った。

○浸水被害に対する取組、市町村･地域住民と連携したハザードマップ作成
等の防災情報の発信強化及び県内の市町村や地域が一体となった対策を継
続する｡また、浸水実績のある地区などを持つ市町村について､内水ハザード
マップの作成･公表の取組を推進する。

○文化財フォトコンテストを開催し、未指定を含む文化財の記録保存を推進し
た。

○未指定を服務文化財の記録保存をさらに進めるため、今後も文化財フォト
コンテストを継続していく。

○大分県文化財愛護少年団のつどいを開催し、有形・無形の文化の後継者
育成を推進した。

○大分県文化財愛護少年団のつどいに、新たに地域の子どもガイド等の参画
を進め、より多くの有形・無形の文化の後継者育成を進めていく。

○ノートルダム大聖堂や首里城の火災を受けて、文化財建造物所有者に対し
て、防火の周知徹底及び国のガイドラインに沿った防火設備の点検を実施し
た。

○令和２年度策定予定の文化財保存活用大綱に文化財の防災対策と災害発
生時の対応について盛り込む。

○大規模自然災害発生後は､復興に向けて急速かつ膨大なインフラ整備が発
生することにより､埋蔵文化財発掘調査業務が急増し対応できない可能性が
高いため､必要な調査を迅速に行う体制の整備を推進した｡

○大規模自然災害発生後は、復興に向けて急速かつ膨大なインフラ整備が
発生することにより、埋蔵文化財発掘調査業務が急増し対応できない可能性
が高いため、今後は、市町村の埋蔵文化財職員の確保について要請してい
く。

○各市町村と連携し、応急仮設住宅建設地の選定を行った。 ○災害発生時、迅速かつ適当な応急仮設住宅の供与が必要なため、応急仮
設住宅建設地台帳を作成し､応急仮設住宅の供給体制の確立を図る｡

○市町村との合同会議を実施し、応急仮設住宅に関するマニュアル作成を推
進した。

○災害発生時、迅速かつ適当に対応することが必要なため、応急仮設住宅に
関するマニュアル案の検証を行い、平常時及び災害発生時の供給体制の確
立を図る｡

○災害発生時、迅速かつ適当に対応することが必要なため、図上訓練を実施
し、応急仮設住宅の供与に関する体制整備を行う。

○迅速な復旧復興や円滑な防災・減災事業実施のため、市町村と連携し、地
籍調査を実施した。

○迅速な復旧復興や大規模災害への備えとして、引き続き、市町村と連携
し、地籍調査を強化する。

〔事前に備えるべき目標〕

（8　社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する）

8-6 事業用地の取得、仮設住宅・
仮店舗・仮事業所等の整備が進ま
ず復興が大幅に遅れる事態

福祉保健部
農林水産部
土木建築部

8-4 広域地盤沈下等による広域・
長期にわたる浸水被害の発生によ
り復興が大幅に遅れる事態

農林水産部
土木建築部

8-5 貴重な文化財や環境的資産
の喪失、地域コミュニティの崩壊等
による有形・無形の文化の衰退・喪
失

教育庁
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